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は じ め に 

 

 近年、高度情報化や経済のグローバル化等により、私たち消費者を取り

巻く環境は一層複雑化・多様化しております。 

また、高齢化の進行や成年年齢の引下げ、外国人の増加等により、いわ

ゆる「脆弱な消費者」が増える中で、高齢者をはじめとする社会的弱者を

狙った悪質商法による消費者被害は後を絶たず、消費者施策の取組の強化

が求められています。 

こうした中、本市では、令和２年３月に策定した「第２次相模原市消費

生活基本計画」の中で「消費者の安全の確保」や「消費者被害の救済体制

の強化」などの基本施策を掲げて、消費者としての権利の確立と自立の支

援及び安全で安心できる消費生活の確保を目指して、取組を進めておりま

す。 

本報告書は、この基本計画に基づく様々な施策及び事業の実施状況をま

とめることで、今日の消費者を取り巻く環境を示したものでございます。 

令和２年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配

慮した非接触型の啓発手段として、コミュニティＦＭで『「大事な人を見

守り隊!」消費生活センターお役立ち情報』の放送を開始したほか、メー

ルマガジン配信事業の拡充策として、新たにＳＮＳを活用するなど、より

幅広い皆様への働きかけの強化を実施いたしました。 

今後も、新たな課題への対応を進める中で、市民の皆様が安全で安心し

て消費生活を送ることができるよう、国民生活センターなどの専門機関、

関係団体及び、事業者との緊密な連携・協力のもと、消費者行政を積極的

に推進してまいります。 

 

令和３年９月 

相模原市長 本 村 賢 太 郎  
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第１章 第 2 次相模原市消費生活基本計画の概要 

１ 計画の目的 

市民の消費者としての権利の確立と自立を支援するとともに、市民が安全で

安心できる消費生活を確保できるよう、消費生活に関する施策を総合的かつ計

画的に推進することを目的とします。 

 

２ 計画の位置付け 

消費者問題の複雑化・多様化を受け、消費者行政の一層の充実を図るため、 

平成２１年に制定した相模原市消費生活条例（平成２１年相模原市条例第６５

号）第９条に基づき、平成 24 年 3 月に、本市における初めての消費生活基本

計画（以下「第 1 次計画」という。）を策定しました。 

第 1 次計画は、新・相模原市総合計画の部門別計画に位置付けられており、

あわせて消費者基本法（昭和４３年法律第７８号）に定められている地方公共団

体の責務（社会的、経済的状況に応じた消費者政策を推進する責務）を果たすも

ので、平成 24 年度から令和元年度までの 8 年間を計画期間（平成 27 年度に

中間改訂）として実施しました。 

「第 2 次相模原市消費生活基本計画」（以下「第 2 次計画」という。）は、第

1 次計画の計画期間の終了に当たり、第 1 次計画の理念と方針を継承しつつ、

社会の変化に対応した新たな取組を加え、令和 2 度からの 8 年間の施策を示す

ため策定しました。 

 

３ 第 2 次計画の期間 

令和２年度から令和９年度までの８年間（令和５年度に検証を実施予定） 

 

４ 第 2 次計画の体系 

（1）基本施策と具体的な施策 

消費者を取り巻く環境は、高齢化の進行や、情報化・国際化の進展により急速

に変化しています。悪質商法をはじめとする消費者問題は社会情勢の変化に応

じて生じるため、消費者行政における施策は最新かつ柔軟な対応が求められて

います。 

そのうえで、自立した消費者の育成や消費者被害の防止体制の整備など、着実

に取り組む必要があることから、次に掲げる５つの基本施策を設定します。 

 

また、基本施策ごとに取り組むべき具体的施策（１６項目）を設定しており、
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これらの対象となる個別の事業について、実施状況を確認し、評価を行います。 

 ①基本施策Ⅰ 「消費者の安全の確保」 

消費者の安全・安心と自主的かつ合理的な選択の機会を確保するために、身

近な生活用品、食品等に対する調査を実施し、原材料、含有成分、使用上の注

意、内容量等の表示及び計量の適正化に向けた指導及び啓発を行います。 

 

具体的施策 

施策１ 商品・サービスの安全性の確保 

施策２ 食の安全性の確保 

施策３ 住まいと居住環境の安全性の確保 

施策４ 消費者取引の適正化 

施策５ 表示の適正化 

施策６ 計量の適正化 

 

②基本施策Ⅱ 「消費者被害の未然防止と救済体制の強化」 

消費生活相談窓口の周知や相談機能の充実、消費生活相談員の対応能力向上

に係る取組を行い、より迅速かつ的確な相談体制を確立するとともに、関係機

関との情報交換や迅速な情報提供による被害の未然防止と救済体制の強化を

図ります。 

特に、判断能力が十分でないことにより、消費者被害に巻き込まれやすい高 

齢者や障害者等に対しては、地域包括支援センターや民生委員・児童委員、自

治会、事業者団体など関係団体と連携・協働した見守りを実施し、被害の未然

防止と救済体制の強化を図ります。 

 

具体的施策 

施策７ 消費生活相談の充実 

施策８ 消費者被害の未然防止と救済 

 

③基本施策Ⅲ 「消費者教育の推進と情報提供の充実」 

自分自身の消費行動が社会に及ぼす影響や、主体的に消費者市民社会の形 

成に参画することの重要性について理解し、自主的かつ合理的な判断や選択が

できる自立した消費者を育成するため、ライフステージに応じた事業の実施及

び学校や地域主催事業などへの講師派遣等により消費者教育を推進するとと

もに、消費者教育または消費者をサポートする役割を担う人材を育成すること

で、学校や家庭、地域など様々な場面において消費者教育や啓発を行う機会の

拡充を図ります。 

特に、令和 4 年 4 月 1 日施行の民法改正により成年年齢が１８歳に引き下

げられ、社会経験が少ない等、交渉能力が十分でなくても契約の機会が増加す

ることから、消費者被害の未然防止について学校と連携した事前の対策を進め
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ます。 

また、消費生活情報や消費者問題について、広報紙、市ホームページ等の多

様な媒体を活用することにより、情報を迅速かつ適切に発信、啓発を行います。 

 

具体的施策 

施策９  ライフステージ別の消費者教育の推進 

施策１０ 消費者教育の担い手の育成 

施策１１ 消費生活情報の提供・啓発 

 

④基本施策Ⅳ 「環境に配慮した消費行動の促進」 

グローバル経済社会の現在において、消費者が自らの選択が世界へ及ぼす 

影響を自覚し、より良い消費行動を通して持続可能な社会の形成に参画するこ

との理解と関心を深めるため、資源の循環や環境の保全をはじめ、社会への主

体的な行動に向けた周知や啓発、関係機関等との協働等による事業を推進しま

す。 

 

具体的施策 

施策１２ より良い消費行動の促進 

施策１３ 環境負荷の低減に向けた基盤の整備 

 

⑤基本施策Ⅴ 「消費者意見の反映と連携の強化」 

市民に対する意識調査等の結果を分析することにより、消費生活に関する 

市民意見の把握に努め、消費者施策への適切な反映を図ります。 

また、消費者団体や事業者団体等の様々な団体との情報交換や連携、協働に 

より、それぞれの強みをいかした消費者施策の推進に努めます。 

 

具体的施策 

施策１４ 消費者意見の反映 

施策１５ 消費者団体等との連携及び育成 

施策１６ 事業者団体等との連携 

 

（２）推進体制 

計画の実効性を確保するため、毎年度、各施策の進捗状況等をまとめ、市民、

消費者団体代表、事業者団体代表、学識経験者等により構成される「相模原市消

費生活審議会」に報告を行います。 
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第２章 消費生活をめぐる現状 

１ 令和２年度における消費者問題の傾向と国の取組 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、政府が緊急事態宣言

を発令するなど、社会や暮らしが大きく変化しました。消費生活でも新型コロナ

ウイルス感染症の流行に便乗した悪質商法が見られたほか、「インターネット通

販」や「定期購入トラブル」など、オンライン取引に関連した相談が目立つ年に

なりました。 

令和２年１２月に独立行政法人国民生活センターが公表した「消費者問題に

関する２０２０年の１０大項目」は、次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 相模原市における消費生活相談の現状 

相模原市では消費者問題の解決を図るため、市内に 3 か所ある消費生活セン

ターに一定の資格を有する消費生活相談員を配置し、電話及び面接による消費

生活相談を行っています（令和 2 年 12 月の相模原市市議会においてセンター

条例の改正について可決を得て、令和 3 年 4 月より 3 か所の消費生活センタ

ーを 1 センターに集約し、消費生活行政の強化を図ることといたしました。）。 

 

（１）相談員資格 

消費生活相談員（(独)国民生活センターの資格試験に合格した者）又は、次

のうち、１つ以上の資格を有する者を消費生活相談員として採用しました。 

・消費生活専門相談員（(独)国民生活センターの認定試験に合格した者） 

・消費生活コンサルタント（(財)日本消費者協会の養成講座を修了した者） 

・消費生活アドバイザー（(財)日本産業協会の認定試験に合格し、研修を修了 

した者） 

 

 

（２）相談場所と相談日時 

•新型コロナウイルス感染症が流行 消費生活にも大きく影響 

•キャッシュレス決済 利用進むも不正使用相次ぐ 

•販売を伴う預託等取引契約は原則禁止 消費者庁検討委員会が意見を提示 

•デジタル・プラットフォーム等に関する消費者取引の環境整備を検討 

•年齢問わず発生 無くならない身の回りの事故 

•子ども、高齢者を問わずオンライン関連の相談増加 

•「お試し」定期購入のトラブルが過去最高 

•改正民法施行 消費生活にも密接に関連 

•特定適格消費者団体による被害回復訴訟で初めての判決が確定 

•国民生活センター創立から半世紀を迎える 
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①消費生活総合センター（毎日（年末年始を除く）） 

中央区相模原 1-1-3 シティ・プラザさがみはら  

電話番号 042-776-2511 

相談時間 午前９時～午後４時（第２・４金曜日は午後６時まで） 

     土日祝日は午前９時～正午、午後１時～午後４時 

 

②北消費生活センター（月～金曜日（祝日・年末年始を除く）） 

緑区橋本 6-2-1 シティ・プラザはしもと 

来所相談のみ、要予約 

相談時間 午前９時～正午、午後１時～午後４時 

 

③南消費生活センター（月～金曜日（祝日・年末年始を除く）） 

南区相模大野 5-31-1 南区合同庁舎３階 

来所相談のみ、要予約 

  相談時間  午前９時～正午、午後１時～午後４時 

 

（３）消費生活相談員人数（令和３年３月３１日現在） 

   9 名（うち１日あたり５～６名を交代で配置） 

 

（４）消費生活相談件数の推移 

①相談件数（苦情相談件数と問い合わせ件数） 

相談件数は、架空請求が大きな社会問題となった平成１６年度の１２，９

６８件をピークとして、以後減少を続け、近年はほぼ横ばいで推移していま

したが、平成３０年度は、はがき等による架空請求に関する相談が多く寄せ

られたことにより、相談件数が急増しました。令和元年度は前年度と比べて

減少したものの、平成３０年度を除くと増加傾向にあります。 

令和 2 年度は、低年齢層のオンラインゲームの高額な課金や健康食品等の

定期購入、旅行や結婚式などのキャンセル料に係る相談、スポーツジムやヨ

ガ教室での解約手続きに係る相談などが多数発生しました。こうした相談が

増えた理由は、新型コロナウイルス感染症の影響が大きく、在宅時間や緊急

事態宣言によるキャンセルが増えたためと推測されています。相談件数は

６，０００件を超え、令和元年度の件数に近い数字となりましたが、苦情相

談だけでみると前年度よりは若干減少しました。 
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②消費生活相談内容（苦情相談） 

平成２９年度までの相談内容は、インターネットを介した情報サービス等に

関するトラブルやメールによる架空請求といった「デジタルコンテンツ」が１

位となっていましたが、平成３０年度以降は、はがき等による架空請求に関す

る相談が多く寄せられたことにより、「商品一般（分類を特定できない商品に

関する相談）」が１位となりました。令和元年度は、ダイエットやバストアッ

プ、筋力増強等のための健康食品の定期購入に関する相談件数が増加したこと

から、「他の健康食品」が５位となりました。 

令和 2 年度は、「他の健康食品」の相談が、新型コロナウイルス感染症の影

響で４位に伸びたほか、インターネットを通じた通信販売や一人暮らしの高齢

者宅を狙うかの様な訪問販売の被害の相談が多く寄せられました。 

 

［商 品 一 般］ 身に覚えがない商品の請求はがきなどに関する相談 

［デジタルコンテンツ］ 出会い系サイトなどインターネットを介した被害に関する相談 

［工 事 ・ 建 築］ 住宅リフォームや建物の請負工事などに関する相談 

［他 の 健 康 食 品］ サプリメント等による健康被害などに関する相談 

［不 動 産 貸 借］ 敷金の返還や現状回復・退去時などに関する相談 

 

③契約当事者の年代別内訳 

年 度 苦情相談（件） 問い合わせ（件） 相談合計（件） 前年度比（％） 

令和２ ５，５７２ ５３６ ６，１０８ ９４．５ 

令和元 ５，９１５ ５５０ ６，４６５ ８９．８ 

平成３０ ６，６０２ ５９３ ７，１９５ １３１．６ 

平成２９ ５，００９ ４５８ ５，４６７ ９５．９ 

平成２８ ５，２２５ ４７５ ５，７００ １０３．１ 

年 度 １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

令和２ 

（5,574 件） 

商品一般 

（603 件） 

デジタルコンテンツ 

（432 件） 

工事・建築 

（302 件） 

他の健康食品 

（269 件） 

不動産貸借 

（226 件） 

令和元 

（5,915 件） 

商品一般 

(1,311 件) 

デジタルコンテンツ 

 (446 件) 

工事・建築 

（230 件） 

不動産貸借 

（219 件） 

他の健康食品 

(172 件) 

平成３０

（6,602 件） 

商品一般 

(2,406 件) 

デジタルコンテンツ 

(593 件) 

不動産貸借 

（235 件） 

工事・建築 

(207 件) 

携帯電話サービス 

インターネット接続回線 

(116 件) 

平成２９

（5,009 件） 

デジタルコンテンツ 

(720 件) 

商品一般 

(634 件) 

不動産貸借 

（235 件） 

工事・建築 

(185 件) 

インターネット接続回線 

(131 件) 

平成２８

（5,225 件） 

デジタルコンテンツ 

(1,019 件) 

商品一般 

(325 件) 

不動産貸借 

（281 件） 

工事・建築 

(197 件) 

インターネット接続回線 

(153 件) 
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問い合わせを除く、苦情相談における契約当事者の年代別内訳については、

７０歳以上からの相談が最も多く、６０歳代の相談割合を含めると全体の約４

割を占めています。令和元年度は平成３０年度と比較すると３０歳代から５０

歳代の相談件数が増加し、中高年の相談割合が高まりました。 

令和 2年度は６０代と７０歳以上の年代の相談が前年度より減少しており、

平成３０年度から比較しても減少の傾向にあります。 

 

年 代 令和２年度 令和元年度 前年度比 

２０歳未満 ５１件( 0.9%) ６１件( 1.0%) ８３．６％ 

２０代 ４７３件( 8.5%) ４６２件( 7.8%) １０２．４％ 

３０代 ６３５件(11.4%) ５１６件( 8.7%) １２３．１％ 

４０代 ９８９件(17.7%) ９３２件(15.8%) １０６．１％ 

５０代 １，１８０件(21.2%) １，１２１件(19.0%) １０５．３％ 

６０代   ７５９件(13.6%) １，００７件(17.0%) ７５．４％ 

７０歳以上 １，２０９件(21.7%) １，５４９件(26.2%) ７８．１％ 

団体・不明 ２７８件( 5.0%) ２６７件( 4.5%) １０４．１％ 

合 計 ５，５７４件( 100%) ５，９１５件( 100%) ９４．２％ 

 

（５）多重債務相談件数の推移 

多重債務相談は、債務を負って生活が苦しいなど、自らの債務を整理すること

を希望する相談者と横浜弁護士会（現神奈川県弁護士会）、神奈川県司法書士会

の協力により、北消費生活センターで週１回（木曜日）の専門相談（多重債務相

談）を実施しているものです。改正貸金業法が完全施行となった平成２２年度の

４０７件をピークとして減少傾向にありましたが、平成２９年度以降、増加傾向

に転じていました。令和 2 年度は、相談件数は前年度より減少しましたが、こ

れは、相談自体が減少したのではなく、コロナ禍で弁護士相談自体の開催が出来

なかったことによるものです。 

 

年 度 
弁護士 

相談 

司法書士 

相談 

市の専門相談 

以外への紹介等 

多重債務相談 

（合計） 
前年度比 

令和２ １２件 ０件 ７６件 ８８件 ８３．８% 

令和元 ３９件 ０件 ６６件 １０５件 １０１．９% 

平成３０  ５１件    ０件 ５２件 １０３件 １０８．４％ 

平成２９  ４７件    ０件 ４８件 ９５件 ８４．１％ 

平成２８  ６７件    ０件 ４６件 １１３件 １２９．９％ 

※平成２２年度の多重債務相談件数（合計）４０７件 
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※平成２２年６月１８日に改正貸金業法が完全施行され、個人の借入総額を年収の３

分の１までに制限する「総量規制」の導入、出資法の上限金利を 29.2％から 20％に

引き下げ、「グレーゾーン金利」（利息制限法に定める上限金利は超えているが、出

資法に定める上限金利には満たない金利。改正前の消費者金融の多くはこの範囲内で

金利を設定していた。）の撤廃などが行われました。 
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第３章 令和２年度消費生活に関する施策の実施状況 

1 主な取組状況と課題 

≪基本施策Ⅰ 「消費者の安全の確保」≫ 
（別紙）実施状況一覧 P17～P21 
【主な取組】 

1 商品・サービスの安全性の確保 

●消費者庁及び神奈川県等と随時情報交換を行い、商品及びサービスに関する

危害情報・危険情報の収集を行うとともに、情報の内容に応じてホームペー

ジ等を通じて情報提供を行い、危害の未然防止・拡大防止に努めました。 

●旅館業、興行場、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所の環境衛生営

業施設に対し、法令に基づく監視指導を行い安全性の確保に努めました。 

●プール施設において管理運営の徹底を図り、危険防止のための監視指導を実

施しました。 

 

2 食の安全性の確保 

●市内に流通する食品や市民から依頼のあった食品について、放射性物質検査

を実施し、その結果をホームページを通じて情報提供しました。 

●食品衛生関係施設への立入検査を実施し、法令に基づく衛生指導を行いまし

た。 

●食品衛生責任者等への衛生講習会を開催し、食品等事業者による自主的な衛

生管理の促進を図りました。 

●食の安全・安心に係るリスクコミュニケーションを推進するため、消費者団

体、食品等事業者、学識経験者、市民で構成する「相模原市食の安全・安心

懇話会」を開催し、情報提供及び意見交換を行いました。 

 

3 住まいと居住環境の安全性の確保 

●建築物の耐震に関する相談を窓口及び電話等で受け付け、補助制度などを情

報提供するとともに、専門家による巡回相談を行いました。 

●シックハウス症候群や居住環境の不安に関する相談を受け付け、情報提供を

行いました。 

●土砂災害ハザードマップ、洪水ハザードマップ、浸水（内水）ハザードマッ

プを関係各課・機関の窓口で配布するとともに、ホームページにおいても情

報提供を行い、ＷＥＢ上で避難場所や各種ハザード情報が住所検索できる

「さがみはら防災マップ」を公開しました。 
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４ 消費者取引の適正化 

●神奈川県等との連絡会議により、不適正な取引行為を行う事業者の情報交換等

を行いました。 

 

５ 表示の適正化 

●食品表示に関して関係各課に寄せられた相談事例の共有及び情報交換を行い

ました。 

●食品関連事業者等に対して栄養成分表示の表示方法や表示内容、食品の広告内

容に関する指導を行いました。 

●食品表示法に基づく原産地、原材料等の品質事項について、事業者からの表示

に関する相談に対応し、食品表示の適正化を図りました。 

 

6 計量の適正化 

●計量法に基づき、取引や証明行為に使用される計量器について、定期検査を行

いました。 

●神奈川県等と連携し、計量に係るポスターを公共施設に掲示するなど普及啓発

を行いました。 

 

【成果・評価】 

消費者の身近な生活用品や食品を中心に、検査や指導を行うとともに、各課・機

関との連携を図ったことにより、安全・安心の確保及び合理的な商品選択の機会の

確保を行うことができました。 

 

【課題】 

  消費者の安全・安心を確保するために、製品や食品の安全等に関わる法律や制度

の情報について、引き続き市民へ周知・啓発をしていくとともに、事業者に対して

は周知及び基準等の遵守の徹底を図る必要があります。 

また、専門的な検査体制の充実を図り、効果的な検査を実施していくとともに、

社会情勢等に応じた検査内容の見直しを図る必要があります。 
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≪基本施策Ⅱ 「消費者被害の未然防止と救済体制の強化」≫ 

（別紙）実施状況一覧 P22～P2４ 

【主な取組】 

7 消費生活相談の充実 

●新型コロナウイルス感染症対策として、消費生活センターを１センターに集

約し、電話回線の増設や一部リモート化できるように整備しました。 

●エフエムさがみにてラジオ放送を開始したり、郵便局にある現金封筒に広告

掲載をしたりするなど、相談窓口の周知を図りました。 

●多重債務問題の早期解決を図るため、神奈川県弁護士会、神奈川県司法書士

会の協力により、弁護士・司法書士による多重債務の専門相談を行いました。 

●消費生活相談員の相談対応力の向上のため、研修機会の充実を図りました。 

 

8 消費者被害の未然防止と救済 

●成年後見制度の利用により、判断能力が十分でない方で身寄りがない場合等

に、本人に代わって市長が審判申立ての手続きを行いました。 

●選任された市民後見人に対して活動支援を行いました。 

●日常生活において財産の保全又は管理が困難な障害者・高齢者等の権利を擁

護し、在宅生活の安定を図るために社会福祉協議会が実施している日常生活

自立支援事業を支援しました。 

●相談件数が多い高齢者等の消費者被害の救済及び未然防止を図るため、地域

包括支援センターや民生委員・児童委員などの地域における多様な主体と連

携を図り、見守りを呼びかけました。 

●事業者団体等と連携し、消費者被害防止を呼び掛ける啓発チラシを配布しま

した。 

 

【成果・評価】 

消費生活相談の確実な実施により、消費者被害の救済及び未然防止・拡大防

止の取組を順調に行うことができました。また、成年後見制度の利用支援を行

うとともに、地域における多様な主体と連携を図ることで、高齢者等の見守り

を引き続き実施することができました。 

 

【課題】 

消費生活相談事業については、社会の変化とともに相談内容も複雑化・巧妙

化しているため、さらなる消費生活相談員の対応能力向上が求められています。 

また、判断能力が不十分な高齢者等は悪質な事業者に狙われやすい傾向にあ

るため、地域や事業者と連携・協働した見守りを引き続き着実に実施していく

必要があります。 
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≪基本施策Ⅲ 「消費者教育の推進と情報提供の充実」≫ 

（別紙）実施状況一覧 P2５～P3０ 

【主な取組】 

９ ライフステージ別の消費生活教育の推進 

●小学校の家庭科、中学校の家庭分野において、金銭の計画的な使い方やもの

の適切な購入の仕方などを学習しました。 

●若年層に被害が多発している契約トラブルに関する注意喚起のチラシを市

内の高校、大学、専門学校の学生窓口に配架しました。 

●大学が配信するメールを通じて、啓発情報や消費生活相談窓口の周知を行い

ました。 

●市内大学、専門学校の学生担当者と懇談会を開催し、消費者被害の実態や市

の消費者行政について、情報提供と意見交換を行いました。 

●公民館から、家庭教育支援講座の動画配信を行いました。 

●大学のプロジェクト演習の一環として、若者の消費者被害を未然に防止する

ための取組について、意見を出し合い考える機会を設けました。 

●食に関する指導が充実するように、小・中学校食育担当者会を開催しました。 

●保育園において、ふるさとの生活技術指導士を講師とし、野菜を触ったり、

匂いを楽しむなどの食育教室を開催しました。 

●持続可能な社会形成を目指すため、市オリジナルＳＤＧｓカードゲームを活

用し、小・中学生向けに授業を行うなど、ＳＤＧｓの周知・啓発を図りまし

た。 

 

１０ 消費者教育の担い手の育成 

●学校における消費者教育の支援のため、学校に出向き出前講座を実施しまし

た。 

 

１１ 消費生活情報の提供・啓発 

●市の広報誌・ホームページを活用した消費生活情報の発信をしました。 

●消費生活情報紙「すぱいす」を年４回発行し、市内公共施設や地域包括支援

センター等に配架しました 

●５月の消費者月間や９月の高齢者被害防止キャンペーン月間、１～３月の若

者向け悪質商法被害防止キャンペーン月間にあわせて、「広報さがみはら」

に記事を掲載し、広く消費生活情報を提供しました。 

 ●メールマガジン及び LINE マガジンを活用して、トラブル事例の紹介及び注 

  意喚起情報を配信しました。 

●公民館の高齢者学級等の一講座として、消費者教育講座を実施しました。 

●SC 相模原と連携した食育に関するリーフレット及び動画を作成しました。 

 



13 

 

 

【成果・評価】 

多様な媒体を活用して消費生活情報を引き続き提供したほか、地域への講師

派遣事業などを着実に実施することができました。また、小中学校に加え、高

等学校や大学においても、ライフステージに応じた消費者教育を実践し、自ら

判断し選択できる自立した消費者の育成となる取組を進めることができまし

た。 

 

【課題】 

社会の状況にあわせて新たな啓発手法を検討するとともに、様々な既存の媒

体を活用した啓発を実施していくことが必要です。 

また、学校や地域におけるライフステージ別の消費者教育を推進していくた

めに、教育機関や地域等との連携について、より一層の取組を進めることが必

要です。 
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≪基本施策Ⅳ 「環境に配慮した消費行動の推進」≫ 

（別紙）実施状況一覧 P3１～P3２ 

【主な取組】 

１２ より良い消費行動の促進 

●４Ｒ推進運動として、小学校等への出前講座や中小事業者への個別訪問指導

を実施しました。 

※４Ｒ・・・ごみ減量のための、次の４つの行動の頭文字を合わせたもの。 

・「Refuse」（リフューズ：発生抑制）・・・不要なものは買わない、使わない。 

・「Reduce」（リデュース：排出抑制）・・・ごみを出さない。 

・「Reuse」（リユース：再使用）・・・ものを繰り返し使う。 

・「Recycle」（リサイクル：再生利用）・・・再び資源として使う。 

●廃棄される食品の削減に向け、フードドライブ活動の受付窓口を新設するな

ど、食品ロスに係る取組を行いました。 

 

１３ 環境負荷の低減に向けた基盤の整備 

●再生可能エネルギーの利用促進を図るため、住宅に太陽光発電システムやエ

ネファーム、リチウムイオン蓄電池などを設置した市民に対し、奨励金を交

付しました。 

●次世代クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため、燃料電池自動車や

電気自動車等の購入者に対し、奨励金を交付しました。 

●学校給食で発生する食品残さを飼料化する取組を行いました。 

●家庭系ごみの更なる資源化に向け、有用金属リサイクルとして本庁舎等にリ

サイクルボックスを設置し、使用済小型家電を回収して認定事業者へ引き渡

しました。 

 

【成果・評価】 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、消費者や事業者への普及啓発活

動を一部実施することができませんでした。しかし、フードドライブ活動の受

付窓口新設や有用金属リサイクルの実施など、持続可能な社会の構築に向けた

取組を行うことができました。 

 

【課題】 

市民の消費行動は、環境問題と密接に関わっていることから、ごみの減量を

はじめとした環境負荷の低減及び省エネルギー等に配慮した暮らしへの転換

を促す事業を今後も継続する必要があります。 

これらの事業が活発になるには、市民の理解や参加していただくことが重要

であり、そのための普及啓発活動を継続していくことが必要です。 
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≪基本施策Ⅴ 「消費者意見の反映と連携の強化」≫ 

（別紙）実施状況一覧 P3３～P3４ 

【主な取組】 

１４ 消費者意見の反映 

●消費生活相談の相談内容を分析し、消費生活メールマガジンや地域情報紙等

で、悪質商法に係る注意喚起を行いました。 

 

１５ 消費者団体等との連携及び育成 

●さがみはら消費者の会の定例会への参加を中心に、情報交換や情報提供を通

じて、団体の支援と育成に努めました。 

●さがみはら消費者の会が主催する事業に対し、後援を行いました。 

 

１６ 事業者団体等との連携 

●食中毒警報及びノロウイルス警戒情報発令時に、相模原食品衛生協会を通じ

て周知啓発を行いました。 

●食の安全・安心に係るリスクコミュニケーションを推進するため、食の安全・

安心懇話会を開催し、情報提供及び意見交換を行いました。 

●栄養改善の普及・推進を図るため、食生活改善推進員を養成する講座を開催

しました。また、食生活改善推進団体わかな会に対し、必要な知識・技術を

習得するための研修会等を行いました。 

 

【成果・評価】 

消費生活相談の相談内容を分析することにより、消費者被害防止に向けた啓

発情報を傾向に合わせて発信することができたほか、消費者団体や事業者団体

等との連携をとおして消費者行政施策の充実を図ることができました。 

 

【課題】 

  市民のニーズに合わせた事業や啓発活動を展開していく必要があります。 

消費者団体及び事業者団体等との情報交換や事業の共催等について、今後

さらに連携を進め、より一層効果的な事業を展開していくことが求められま

す。 
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2 事業実施状況 

①消費生活基本計画の点検・評価について 

消費生活に関する施策は広範な分野に及ぶものであり、第２次相模原

市消費生活基本計画を着実に推進していくためには、これらの幅広い分

野における取り組みを具体的に把握し、市が一体となって消費者行政に

ついての意識を高めていく必要があります。 

こうした点から、計画に記載された事業に対する各所管課・組織の実

施状況を年度ごとに取りまとめるとともに、計画の効果的な推進を図る

ため点検し、評価を行うものです。 

 

②令和２年度の事業実施結果について 

「第２次相模原市消費生活基本計画」に掲載された具体的施策につい

て推進する組織に対し、施策の対象となる事業の進捗及び達成状況を照

会したところ、１６の具体的施策に基づく７４の取組内容について、９７

事業の報告がありました。 

 

③各事業の評価方法について 

（ア）「令和２年度進捗状況」 

令和２年度の事業進捗状況について、次の６項目により評価しました。 

評 価 説 明 令和２年度 令和元年度 

実施済 
計画していた事業をすべて実施し

た｡ 
４５ ８２ 

一部実施 
計画していた事業のうち、一部を実

施した。 
２３ ０ 

実施不可 

災害等により計画していた事業を

すべて中止した。 

※今回の調査から追加 

１７ ４ 

制度利用 

なし 

制度は用意されているが、利用実績

がなかった。 
８ ４ 

検討中 
令和２年度は未実施だが、実施に向

けた準備・検討を行った。 
３ ２ 

未着手 計画していた事業が未着手である。 ０ ０ 

※「実施不可」、「制度利用なし」及び「検討中」については、次の「事業の

成果」では評価を行いません。 
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（イ）「事業の成果」 

基本施策ごとに取り組む１６項目の具体的施策について、施策担当課 

の視点に基づき、それぞれの事業の成果について評価しました。 

 

（ウ）「今後の進め方」 

事業の成果を踏まえて、今後の取り組みにおける方向性を示しました。 

 

 

評 価 説 明 令和２年度 令和元年度 

A 

・新たな取組を開始した。 

・計画していた事業をすべて実施し、

実績値が目標を達成した。 

・実施した事業のアンケート結果が

高評価だったなど、高い効果を得ら

れた。 

４５ ８１ 

B 

・計画していた事業をすべて実施し

たが、実績が目標値に届かなかった。 

・計画していた事業が一部未実施と

なったが、実施した事業は効果があ

ったなど、一定の効果が得られた。 

２１ １ 

C 

・計画していた事業が未着手だっ

た。 

・計画していた事業を一部実施した

が、事業のアンケート結果が低評価

だったなど、あまり効果がなかった。 

２ ０ 

— 
実施不可、制度利用なし、検討中につ

き評価せず。 
２８ ６ 

評 価 説 明 令和２年度 令和元年度 

継 続 
継続または内容を充実させるなど

して今後も推進する。 
８９ ８４ 

一部見直し 
事業内容等を一部見直して継続す

る。 
７ ４ 

全部見直し 
効果が低いため、廃止も含めて現在

の事業を根本的に見直す。 
０ ０ 

完  了 事業を完了した。 ０ ０ 



実施状況一覧

基本施策Ⅰ　消費者の安全の確保

施策1　商品・サービスの安全性の確保

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 危
害
情
報
・
危
険
情
報
の
収
集
及
び
提
供
の
推

進 　消費者庁、独立行政法
人国民生活センター、神
奈川県及び各公的機関と
の連携により、商品及び
サービスに関する危害情
報・危険情報の収集及び
公表を行い、危害の未然
防止及び拡大防止を図り
ます。
　中央区弥栄にある国民
生活センター相模原事務
所の商品テスト施設につ
いて、国民生活センターと
連携して周知を行います。

危害情報・危
険情報の収集
及び提供

○消費者庁及び国民生活センターか
ら、商品及びサービスに関する危害情
報・危険情報の収集を行い、情報の内
容に応じてホームページの更新や関係
課へ情報提供した。
○神奈川県が主催する会議等に出席
し、商品及びサービスに関する危害情
報・危険情報の収集や情報交換をした。
○国民生活センターの商品テスト施設
について、「消費者月間」や「夏休み子
ども消費者教室」のイベントで施設見学
を実施していたが、新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため、イベント自体
が中止となった。
○メールマガジンを用いた情報発信を
実施した（送信回数52回）。

一部実施 B 実施済 Ａ ○消費者庁等から
発信される情報量
が多いため、内容
を精査し、情報提
供の方法を検討す
る。
〇ホームページに
掲載する情報は最
新の状態に保つと
ともに、市民に分か
りやすい掲載方法
を検討する。
○情報が効果的に
届く方法を検討す
る。
〇商品テスト施設
の周知方法を検討
する。

継続 市民局

2 環
境
衛
生
営
業
施
設
等
の
監
視
指
導
の
徹

底 　旅館業、興行場、公衆浴
場、理容所、美容所及び
クリーニング所の環境衛
生営業６業種について、
施設等の衛生管理の徹底
を図り、自主管理を促進し
ます。
　また、スポーツクラブ等
のプールや夏季に一般開
放されている学校プール
施設について管理運営の
徹底を図り、危険防止を
図るため、監視指導を実
施します。

環境衛生営業
施設等指導事
業

○理容所、美容所等環境衛生営業6業
種について施設等の衛生管理の徹底を
図り、自主管理を促進した。
○スポーツクラブ等のプール施設につ
いて管理運営の徹底を図り、危険防止
を図るため、監視指導を実施した。
・環境衛生営業施設監視指導件数：①
理容所（20件）②美容所（61件）③ｸﾘｰﾆ
ﾝｸﾞ所（4件）④旅館（4件）⑤興行場（0
件）⑥公衆浴場（18件）
・プール施設監視指導件数：17件
※業務継続計画に従い規模を縮小して
実施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○今後も環境衛生
営業施設等につい
て、法令に基づく監
視指導を実施し、
利用する市民の健
康と安全の確保に
努める。

継続 保健衛生部

施策2　食の安全性の確保

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

危害情報の収
集及び提供

○厚生労働省、他自治体との連絡調整
会議に参加し、情報を共有･収集した。
〇市内の食中毒発生件数：0件
○食品等事業者が自ら着手した食品等
の自主回収情報について、ホームペー
ジを通じて公表した。
・公表件数：13件

実施済 A 実施済 Ａ ○今後も食の安全
確保の観点から継
続して実施してい
く。
〇法改正による、
食品等自主回収報
告制度の創設に伴
い、公表方法の検
討を行う。

一部見
直し

保健衛生部

食品中に含ま
れる放射性物
質検査結果の
公表

○市内に流通する食品の放射性物質
検査を実施し、その結果をホームペー
ジを通じて情報提供を行った。
・食品検査数：20件
・違反食品数：0件
○厚生労働省、農林水産省又は各自治
体が実施している食品中の放射性物質
の検査結果について、随時情報を収集
した。

実施済 A 実施済 Ａ ○今後も、食品の
抜取り検査の一貫
として、市内に流通
する加工食品の検
査を継続して実施
していく。

継続 保健衛生部
経済部

市内農産物の
放射性物質検
査

○食の安全・安心の確保と風評被害の
防止を図るため、市内産農畜産物の放
射性物質検査を実施し、検査結果につ
いてはホームページを通じて情報提供
を行う。

※令和２年度より、休止

実施不可 ― 実施済 Ａ ○本市の放射能対
策が平常時体制に
移行したことなどか
ら、検査の実施に
ついて見直しを図
る。

一部見
直し

経済部

食品衛生関係
施設の監視指
導

○食品衛生関係施設への立入検査を
実施し、食品衛生法関係法令に基づく
衛生指導を実施した。
・対象施設数：16,580件
・立入検査数：4,691件
※業務継続計画に従い規模を縮小して
実施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○効果的な立入検
査の実施に努め
る。
○食品等事業者に
よる自主的な衛生
管理の促進を図
る。

継続 保健衛生部

市内に流通す
る食品の抜取
り検査及び衛
生指導

○食品の検査及び違反食品等に対す
る指導等を行った。
・食品検査数：305件
・主な検査項目：①微生物②食品添加
物③農薬④動物用医薬品
・規格基準違反食品数：1件
・食品表示基準違反食品数：3件
・指針値超過食品数：0件
※業務継続計画に従い規模を縮小して
実施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○効果的な検査の
実施に努める。
○食品等事業者に
よる自主的な衛生
管理の促進を図
る。

継続 保健衛生部

主な取組

主な取組

1 危
害
情
報
の
収
集
及
び
提
供
の
推
進

　厚生労働省、農林水産
省、神奈川県及び各公的
機関との連携を図り、製
品の自主回収情報の収
集・公表を行います。
　市内で食中毒が発生し
た際は、報道機関を通し
て情報提供を行います。

2 食
品
衛
生
関
係
施
設
の
監
視
指
導
の
徹
底

　食品関係営業施設等へ
の立入検査や食品の抜取
り検査、監視指導を徹底
するとともに、食品等事業
者に対する食品衛生思想
の普及啓発や自主的な衛
生管理を促進します。

別 紙
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事業者への食
品衛生思想の
普及啓発

○食品衛生責任者等への衛生講習会
を開催した。令和２年度は新たにイン
ターネットにおいて講習会の動画を配信
する形式で講習会を実施し、インター
ネット環境がない者には動画を録画した
ＤＶＤを貸し出した。
①会場集合型
・開催回数：6回
・参加者数：91人
②インターネット視聴型・ＤＶＤレンタル
型
・参加者数：1,270人

実施済 A 〇今後もインター
ネットを活用した普
及啓発を促進す
る。
○食品等事業者に
よる自主的な衛生
管理の促進を図
る。

継続 保健衛生部

3 飲
料
水
の
安
全

性
の
確
保

　　飲料水の安全性を確
認するため、市民からの
依頼により、飲用井戸及
び小規模水道等について
水質検査を実施します。

市民からの依
頼による飲料
水の水質検査

○市民からの依頼による水質検査を実
施した。
・検査実施件数：59件

実施済 A 実施済 A ○対象者は限定さ
れるものの、一定
の効果があるた
め、今後も継続し実
施していく。

継続 保健衛生部

4 食
の
安
全
・
安
心
に
係
る
リ
ス
ク

コ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
の
推
進

　食の安全・安心に係るリ
スクコミュニケーション（食
品の安全の確保に関する
情報及び意見の交換）を
推進するため、消費者団
体、食品等事業者、学識
経験者及び市民で構成す
る「相模原市食の安全・安
心懇話会」を開催し、情報
提供及び意見交換を行い
ます。

相模原市食の
安全･安心懇
話会

○食の安全･安心に係るリスクコミュニ
ケーションを推進するため、消費者団
体、食品等事業者、学識経験者、市民
で構成する相模原市食の安全･安心懇
話会を開催し、情報提供及び意見交換
を実施した。
・開催日：令和2年12月7日（月）
・構成員：10人
・内容：①令和3年度相模原市食品衛生
監視指導計画(案)の概要について②食
中毒予防や食品衛生に関する各団体
等の取組状況について
※令和2年7月：資料送付（平成31年度
相模原市食品衛生監視指導結果）

一部実施 B 実施済 Ａ ○今後も引き続き、
消費者や食品等事
業者等の意見交換
や情報提供を行
い、有意義なリスク
コミュニケーション
の推進を図る。

継続 保健衛生部

施策3　住まいと居住環境の安全性の確保

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 建
築
物
の
耐
震
化
の
促
進

　地震時における建築物
の安全に対する意識の向
上を図り、災害に強い安
全なまちづくりを推進する
ため、耐震化に関する相
談を実施し、補助制度等
の情報提供を行うととも
に、補助制度の運用や普
及啓発活動を行います。

既存建築物等
総合防災対策
事業

○職員による相談対応については窓口
及び電話等で常時受け付け、補助制度
等の情報を提供した。
・相談件数：30件
○市内の公民館等で専門家による巡回
相談を実施した。
・実施回数：13回（年間）
・相談件数：27件
○旧耐震基準の既存マンション耐震巡
回相談を実施した。
・実施回数：1回

実施済 B 実施済 Ｂ ○今後も住まいの
安全に関する相談
を実施すると共に
耐震に関する普及
啓発、情報提供を
行い、市民の安全
の確保に努める。

継続 まちづくり推
進部

2 健
康
的
な
居
住
環
境
の
確
保

　シックハウス症候群や居
住環境への不安について
の相談を受け付け、情報
の提供を行います。
　また、大規模公共施設、
大型店舗等の不特定多数
の市民が利用する建築物
について、建築物におけ
る衛生的環境の確保に関
する法律（昭和４５年法律
第２０号）に基づく空気環
境や水質の維持管理等を
指導します。

住居及び特定
建築物におけ
る衛生的環境
の確保

○シックハウス症候群や居住環境への
不安についての相談を受け付け、情報
提供を行った。
・相談件数（シックハウス）：4件
〇特定建築物の監視は、業務継続計画
の実施により中止した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○今後もシックハウ
ス症候群や居住環
境への不安につい
ての相談、情報提
供を行う。また、必
要に応じた室内空
気環境の測定を行
うとともに特定建築
物の維持管理に関
する監視指導を実
施し、市民の健康と
安全の確保に努め
る。

継続 保健衛生部

3 ハ
ザ
ー

ド
マ

ッ
プ
に
よ
る
情
報
提
供
の
推

進 　土砂災害のおそれがあ
る箇所や洪水による浸水
想定区域、降雨による住
宅浸水被害等の想定区域
を記載したハザードマップ
について、市ホームペー
ジ等を通した情報提供を
行い、避難場所や避難行
動の周知を図ります。

ハザードマッ
プによる情報
提供

○作成済みの土砂災害ハザードマッ
プ、洪水ハザードマップ、浸水（内水）ハ
ザードマップを関係各課・機関の窓口で
の無料配布とホームページで情報提供
を行った。
〇WEB上で避難場所や各種ハザード情
報が住所検索できる「さがみはら防災
マップ」を公開した。

実施済 A 実施済 Ａ 〇急傾斜地の崩壊
に係る土砂災害特
別警戒区域が追加
指定されたことか
ら、土砂災害ハ
ザードマップを改定
する。
〇土砂災害や洪
水、降雨による住
宅浸水被害等の災
害から避難等に役
立ててもらうため、
ハザードマップなど
を活用し、避難場
所や避難行動の周
知に努める。

継続 危機管理局

主な取組
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施策4　消費者取引の適正化

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 不
適
正
な
取
引
事
業
者
に
対
す
る

指
導

　不適正な取引行為が疑
われる事業者に対し調査
を行い、不適正等の事実
が確認された場合は消費
生活条例に基づき、指導
等の措置を行います。
　また、神奈川県との連絡
会議において、不適正な
取引行為を行う事業者の
情報交換や、今後の指導
に関する検討を行いま
す。

不適正な取引
事業者に対す
る指導

○神奈川県及び横浜市、川崎市との連
絡会議を持ち、不適正な取引行為を行
う事業者の情報交換や、今後の指導に
ついて検討した。
開催回数：４回

実施済 A 実施済 Ａ ○市内の消費者被
害について、情報
収集するとともに、
消費生活条例に抵
触する取引行為を
確認した場合は、
迅速な指導を図
る。
○県及び県内政令
市との情報交換を
行い、合同指導
等、効果的な指導
について検討する。

継続 市民局

2 事
業
者
等
に
対
す
る
消

費
生
活
に
係
る
取
組
の

周
知

　事業者及び事業者団体
に対し、消費生活条例に
定められた責務の周知を
図り、市民が安全で安心
できる消費生活の確保に
向けた措置を講じるよう求
め、消費生活条例に則し
た取組を促進します。

事業者等に対
する消費生活
条例の周知

○消費生活条例及び周知用リーフレッ
トについて、ホームページに掲載した。

実施済 A 実施済 Ａ ○条例の内容等に
ついて、効果的に
周知する方法を引
き続き検討する。

継続 市民局

施策5　表示の適正化

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 家
庭
用
品
品
質
表
示
法
及
び
製
品
安
全

４
法
に
基
づ
く
適
正
表
示
の
確
保

　家庭用品品質表示法及
び製品安全４法（消費生
活用製品安全法、電気用
品安全法、ガス事業法及
び液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化に
関する法律）に基づく立入
検査を行い、安全性に係
る適正表示の確保を図り
ます。

家庭用品品質
表示法及び製
品安全４法に
基づく立入検
査

○製品安全に係る５つの法律に基づ
き、安全性の表示等について立入検査
を実施していたが、新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため中止した。

実施不可 ― 実施済 Ａ ○感染症対策を講
じたうえで、立入検
査を実施していく。

継続 市民局

【
食
品
表
示
の
適
正
化
に
向
け
た
取
組
の
推
進

】

ア
　
食
品
表
示
に
係
る
相
談
事
例
等
の
情
報
共
有

　消費者や事業者からの
食品表示に関する相談、
立入調査等の情報を関係
各課で共有し、適切な指
導や効果的な啓発につい
て協議します。

食品表示に係
る関係部署と
の情報交換

○お弁当販売を始める新規の方に対
し、講習会を実施するなど、消費者又は
事業者からの相談事例の共有、情報交
換を行った。

実施済 A 実施済 Ａ ○事業者が適正に
表示できるよう連携
するとともに、食品
表示法違反事例に
対処するため、今
後も継続して情報
共有を図っていく。

継続 市民局
保健衛生部
経済部

イ
　
ア
レ
ル
ギ
ー

物
質
等
の

食
品
表
示
の
適
正
確
保

　食品等事業者への立入
検査、抜取り検査等の実
施により、食品表示法（平
成２５年法律第７０号）に
基づくアレルギー物質等
の適正表示を指導するこ
とで、飲食に起因する健
康被害の発生防止を図り
ます。

食品衛生関係
施設への食品
表示に関する
指導

○立入検査及び市内に流通する食品
の抜き取り検査及び食品等事業者に対
する講習会の実施等を通して適正表示
の指導を実施した。
・立入検査数：4,691件
・食品検査数：305件
・講習会参加者数：1,361人
※業務継続計画に従い規模を縮小して
実施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○効果的な検査の
実施に努める。
○食品等事業者に
よる自主的な衛生
管理の促進を図
る。

継続 保健衛生部

ウ
　
栄
養
成
分
表
示
及
び
誇
大
広

告
等
の
禁
止
に
つ
い
て
の
指
導

　消費者が栄養に関する
情報を正しく得て食品を選
択できるよう、事業者から
の相談又は消費者からの
通報に基づき、栄養成分
表示の表示方法や表示内
容、食品の広告内容に対
する指導を行います。

栄養成分表示
及び誇大広告
等の禁止につ
いての指導

○食品関連事業者等に対して、栄養成
分表示の表示方法や表示内容、食品の
広告内容に関する指導及び改善指導を
実施した。
・個別指導件数：28件

実施済 A 実施済 Ａ ○関係課と連携し
て、適切な表示方
法を周知し、指導し
ていく。

継続 保健衛生部

主な取組

主な取組

2
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まちかど講座
（栄養表示を
活用しよ
う！！）

○市民に対して、加工食品に表示され
ているエネルギーや塩分などの栄養成
分表示の読み方と、加工食品や外食メ
ニューに表示されている栄養成分表示
を活用した上手な食事の食べ方につい
ての講話を行う。
・実績：0件

※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 実施済 A ○原則的に加工食
品で義務表示と
なった栄養成分表
示について、市民
へ適切な活用方法
の普及啓発を行う。

継続 保健衛生部

地域における
栄養成分表示
普及啓発事業

○公民館等で、クイズや展示、資料配
布により栄養成分表示についての知識
の普及啓発を図る。
・実績：6件
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため一部中止

一部実施 C ○市民が栄養成分
表示を適切に活用
していくことができ
るよう、イベントや
公民館まつりなど
の場で表示の見方
について等の普及
啓発を行う。

継続 保健衛生部

オ
　
産
地
等
に
係
る
適
正
表

示
の
確
保
【
新
規

】

　食品表示法に基づく原
産地、原材料等の品質事
項について、事業者から
の表示に関する相談に対
応し、また、不適正な表示
について指導を行うことに
より、消費者が合理的な
食品選択ができるよう、食
品表示の適正化を図りま
す。

産地等に係る
適正表示の啓
発・指導

○食品表示法に基づく品質事項につい
て、事業者からの原産国等表示のルー
ルに関する相談への対応、産地偽装の
禁止等の情報提供を行った。

実施済 A 食品表示法に基づ
く原産地、原材料等
の品質事項につい
て、事業者からの
表示に関する相談
に対応し、食品表
示の適正化を図
る。

継続 経済部

3 健
康
づ
く
り
応
援
店
の
普
及
促
進

　栄養成分表示、ヘル
シーメニューの提供、ヘル
シーサービスの提供又は
健康栄養情報の提供から
１つ以上のサービスを実
施する飲食店、惣菜店、コ
ンビニエンスストア等を
「健康づくり応援店」として
登録し、消費者が外食等
の際に自身の健康管理に
配慮した食事ができるよ
う、栄養成分表示や栄養
情報の提供等を支援しま
す。

健康づくり応
援店の普及促
進

○市民が外食等の際に自身の健康管
理に配慮した食事ができるよう、受動喫
煙防止に配慮することを前提として飲食
店等での栄養成分表示や、栄養に関す
る情報等の提供、食事量に配慮した食
事の提供、に取り組む飲食店を増やし
食環境の整備を図った。
・登録店舗数：66店舗

一部実施 C 実施済 Ａ ○事業者及び市民
への事業周知の機
会が減少している。
新規登録店舗の増
加のため、効果的
な周知方法につい
て検討をしていく。

継続 保健衛生部

施策6　計量の適正化

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 特
定
計
量
器
の
定
期
検
査
の
実
施
に
よ

る
適
正
な
計
量
表
示
の
推
進

　計量法に基づき、取引
や証明行為に使用される
計量器に対する定期検査
を実施し、適正な計量表
示を推進します。

特定計量器の
定期検査

○計量法に基づき、取引行為に使用さ
れる計量器について、指定定期検査機
関（神奈川県計量協会）への委託による
はかりの定期検査を実施した。
・検査対象：非自動はかり（質量計）、分
銅及びおもり
・検査台数：1,193台

実施済 A 実施済 Ａ ○計量法に定めら
れた2年に1回の検
査を受検することに
より、事業者が使
用するはかりの精
度が確保されると
共に、消費者に対
する適正計量の維
持が図られている。

継続 市民局

事業者への立
入検査

○計量器の適正な使用及び管理状況
について確認するため、事業者への立
入検査を行っているが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止とし
た。

実施不可 ― 実施済 Ａ ○感染症対策を講
じたうえで、立入検
査を実施していく。

継続 市民局

商品の量目検
査

○食肉類、魚介類、青果類、惣菜類を
対象に、店頭で計量、包装されている商
品についての量目検査を実施していた
が、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止とした。
○神奈川県及び県下の計量特定市8市
との共同により、特定の同一品目を定
め、試買による量目検査を実施した。
・対象品目：即席めん
・検査個数：5種類（25個）

一部実施 B 実施済 Ａ ○感染症対策を講
じたうえで、立入検
査を実施していく。

継続 市民局

主な取組

エ
　
栄
養
成
分
表
示
の
普
及
啓
発

　生涯学習センターのまち
かど講座や食生活改善推
進団体との協力による講
習会等の実施により、栄
養成分表示の活用方法を
普及することで、消費者が
適切な食品選択を行い、
健康づくりにつなげること
ができるようにします。
　また、保健機能食品（特
定保健用食品・機能性表
示食品等）についての情
報提供を行います。

2 事
業
者
へ
の
啓
発
指
導
の
推
進

　計量器を使用する事業
者に対して立入検査を行
い、計量器の使用状況や
管理体制の確認及び啓発
指導を行います。
　また、店頭で販売されて
いる食肉類、魚介類、青
果類、惣菜類等を対象
に、試買及び店頭での商
品抜取りによる量目検査
を実施し、適正計量の確
認と啓発指導を行いま
す。
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3 適
正
な
計
量
管
理
の
推
進

　適正な計量管理を推進
するため、神奈川県及び
県下の計量特定市と連携
し、「正量取引強調月間」
（年２回）及び「計量管理
強調月間」（年１回）に、ポ
スター等による啓発や適
正計量管理事業所に対す
る管理実態の立入調査等
を実施します。
　また、神奈川県計量協
会等と連携し、計量思想
の普及啓発を図る事業を
実施します。

計量思想の普
及・啓発

○神奈川県及び県下の計量特定市８市
との共同により、計量に関する啓発活
動を行った。
○正量取引強調月間運動：商取引にお
ける計量の適正化と計量思想の啓発を
図るため、ポスターを作成し配布した。
・配布先：市内の公共施設及び製造事
業者、小売事業者
○計量管理強調月間運動：計量法に基
づく適正な計量管理を促すため、「適正
計量管理事業所」の指定を受けた事業
所に対する啓発活動等を行った。
○6～7月にかけて、該当事業所におけ
る計量管理状況の調査を行った。
○11月の計量管理強調月間に、啓発ポ
スター及び標語のステッカーを作成し配
布した。
○計量管理の状況を確認するため、11
月に1事業所（イオンフードサプライ）へ
の立入調査を行った。

実施済 A 実施済 Ａ ○製造及び流通業
について適正計量
の啓発を行い、計
量に対する意識の
向上を図っていく。
○適正計量管理事
業所については、
良好な計量管理が
行われているた
め、報告書の徴収
と立入検査によっ
て引き続き状況把
握に努める。

継続 市民局
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基本施策Ⅱ　消費者被害の未然防止と救済体制の強化
施策7　消費生活相談の充実

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 消
費
生
活
相
談
の
推
進

　市民から消費生活に関
する相談や苦情を受け付
け、解決のための助言や
あっせんを行います。

消費生活相談
事業

○市民から消費生活に関する相談や苦
情を受け付け、解決のための助言や
あっせんを行った。
・相談場所
①消費生活総合センター
②北消費生活センター
③南消費生活センター
・相談時間
①9時～16時（第2、4金曜日は18時ま
で）
②③9時～正午、13時～16時
※消費生活総合センターは年末年始を
除き、土・日・祝日も受付。
・相談件数
6,108件（苦情5,572件、問合せ536件）

実施済 A 実施済 Ａ ○複雑化・多様化
する相談に対応す
るため、更なる機能
強化について検討
する。

継続 市民局

町田市との相
互相談

○平成12年に開催された首長懇談会に
より、平成13年度から町田市との相互
相談を開始した。
・相模原市民が町田市へ相談：20件
・町田市民が相模原市へ相談：14件
○消費生活相談会議を書面にて開催
し、情報交換を行った。
・実施日：令和3年2月26日～3月12日

実施済 A 実施済 Ａ ○今後も町田市と
情報交換をしなが
ら、相互相談を実
施していく必要があ
る。

継続 市民局

消費生活セン
ター強化事業

〇新型コロナウイルス感染症対策とし
て、市内に３か所ある消費生活センター
を１か所に統合するとともに、電話回線
の増設や相談業務の一部をリモート化
し、非接触型の相談体制を整備した。
〇南区市民相談室及び中央区市民相
談室の２か所から、オンライン面談が実
施できる体制を整備した。

実施済 A 〇相談者の利便性
を考慮して、相談し
やすい環境を検討
します。

継続 市民局

3 消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

及
び
相
談
事
業
の
周
知

　消費者問題に関する相
談窓口である消費生活セ
ンターについて、関係機関
との連携や多様な媒体を
活用し、市民周知を図りま
す。
　また、消費者被害の未
然防止・拡大防止の観点
から、消費生活相談の状
況を分析し啓発活動を実
施します。

消費生活セン
ター及び相談
事業の周知

○関東甲信越ブロック高齢者被害防止
キャンペーン等の時期に、公共施設に
てパネルを掲出した。
○各区ガイドマップ等、他課で作成され
た啓発冊子等に相談窓口の情報を掲載
した。
○5月から2月まで、「タウンニュース」に
消費生活センターの相談窓口等の広告
を掲載した。
○メールマガジン、相模原市公式ＬＩＮＥ
を用いて警戒情報等の発信とともにセ
ンターの業務を周知した。
○高齢者の消費者被害の防止に係る
見守り及び消費生活総合センターの窓
口を案内する30秒の動画を庁舎内やバ
ス車内で放映した。
○パルシステム神奈川ゆめコープと連
携して、市内の商品購入者の自宅を訪
問する際に、啓発チラシを配布した。
○啓発物品として、ウェットティッシュや
見守り紙ファイルを作成し、地域包括支
援センターや社会福祉協議会等の職員
向けに配布した。
○市内の郵便局に相談窓口の広告を
掲載した現金封筒を配架した。
○10月から3月まで、ＦＭラジオ「エフエ
ムさがみ」にて、高齢者の消費者被害
の防止に係る見守り及び消費生活総合
センターの窓口を案内した。

実施済 A 実施済 Ａ ○より多くの市民へ
周知するため、効
果的な啓発活動に
ついて検討してい
く。

継続 市民局

4 多
重
債
務
相
談
の
推
進

　多重債務問題の早期解
決を図るため、神奈川県
弁護士会及び神奈川県司
法書士会と連携した多重
債務の専門相談を実施し
ます。

多重債務相談 ○弁護士と司法書士による多重債務相
談を実施した。
・弁護士相談：12件
・司法書士相談：0件
○神奈川県、神奈川県弁護士会、神奈
川県司法書士会、日本司法支援セン
ター神奈川地方事務所の主催する多重
債務者相談強化キャンペーンの一環と
して、多重債務者特別相談会を実施し
た。
・実施日：令和2年11月26日（木）、12月3
日（木）

実施済 A 実施済 Ａ ○多重債務者の問
題解決について効
果が得られており、
関係団体との協力
により、今後も事業
を継続していく。
○司法書士による
相談が近年ないた
め、周知等の対策
を検討する。

継続 市民局

5 関
係
機
関
と
の
連
携
に
よ

る
多
重
債
務
問
題
へ
の
対

処 　ギャンブル等依存症対
策や自殺対策など、多重
債務問題と関係が深い事
業について、情報交換等
を通して連携を図ります。

関係機関との
連携による多
重債務問題へ
の早期対処

○多重債務者対策の一環として、庁内
の「自殺総合対策に係る庁内会議」に
参加し、情報交換等を行った。（書面開
催）
・実施日：
第一回：令和2年8月13日（木）～24日
（月）
第二回：令和3年2月9日（木）～19日
（金）

実施済 A 実施済 Ａ ○各所管課との横
断的な情報共有の
仕組みづくりをさら
に進めるとともに、
消費生活相談員と
情報を共有して有
事の際に迅速な対
応がとれる体制を
維持する。

継続 市民局
地域包括ケ
ア推進部

主な取組

2 消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

の
機
能
強
化

　相談窓口体制につい
て、相談時間の拡充や出
張相談の実施など、相談
者の利便性向上を検討し
ます。
　また、関係各課・機関等
と連携を図り、消費者の
安全確保及び消費者教育
の推進に向けた取組を実
施します。
　消費生活相談の状況を
分析し、効果的な啓発活
動や迅速な情報提供、消
費生活学習事業の実施、
事業者指導などを一元的
に実施し、消費生活セン
ターの機能強化を図りま
す。
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6 消
費
生
活
相
談
員

の
人
材
育
成

　新たな消費者問題や高
度な消費生活相談に対応
していくため、消費生活相
談員に対する専門的な研
修機会を充実させるなど、
消費生活相談員の資質の
向上を図ります。

消費生活相談
員支援事業

○国民生活センターや県等が主催する
研修に消費生活相談員を派遣した。
・国民生活センター　7回（延7人）
・県　　　　　　　　　　　7回（延26人）
・その他　　　　　　　　4回（延9人）

実施済 A 実施済 Ａ ○今度も相談対応
を充実させるため、
研修参加の機会を
確保する必要があ
る。

継続 市民局

施策8　消費者被害の未然防止と救済

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

成年後見制度
利用支援事業

○成年後見制度において、判断能力が
十分でない方で身寄りがない場合等
に、市長が本人に代わって審判申立て
の手続きを行った。
・申立件数：50件（高齢者）、7件（障害
者）
〇後見人等に対する報酬の負担能力
がない方に、その助成を行った。
・助成件数：126件（高齢者）、43件（障害
者）

実施済 A 実施済 Ａ ○認知症高齢者の
増加や養護者の高
齢化など、後見人
等の支援が必要な
方も増加することが
予想されるため、今
後も継続して実施し
ていく。

継続 地域包括ケ
ア推進部

市民後見人養
成・支援事業

〇認知症などにより成年後見制度の利
用が必要となる高齢者の増加に対応す
るため、同じ市民としての目線や立場で
活動ができる市民後見人の養成研修を
実施する予定であったが、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため中止し
た。
〇市民後見人受任者等に対して、支援
を行った。
・市民後見人受任者数：16人（R3.3.末））
・フォローアップ研修：2回

一部実施 B 実施済 Ａ ○成年後見制度の
需要が高まること
が予想されるため、
コロナ禍においても
市民後見人養成研
修ができるよう工夫
するとともに、家庭
裁判所から選任さ
れた市民後見人や
市民後見人候補者
の支援を行ってい
く。

継続 地域包括ケ
ア推進部

さがみはら成
年後見・あん
しんセンター
における事業

〇日常生活において財産の保全又は
管理が困難な障害者・高齢者等の権利
を擁護し在宅生活の安定を図るため日
常生活自立支援事業を実施した。
・福祉サービス利用援助・日常的金銭
管理サービス　(利用人数：159人)
・書類等預かりサービス(利用人数：17
人)
・権利擁護相談(相談件数：46件)
〇後見人等として、被後見人等の財産
管理や身上保護等の法定後見業務を
行う法人後見事業を実施した。
・法人後見事業(受任件数：24件(R3.3.
末))

実施済 A 実施済 Ａ ○判断能力が十分
でない障害者や高
齢者に対して、日
常的な金銭管理や
契約の締結などを
支援することは権
利擁護の観点から
重要であるため、
今後も継続して実
施していく。

継続 地域包括ケ
ア推進部

高齢者に対す
る見守り体制
の推進

○最新の消費者被害の手口等を掲載し
た消費生活情報紙「すぱいす」を民生委
員や老人クラブ等に配布した。
○高齢者に対する消費者被害防止のた
めの見守りに関するチラシを作成し、民
生委員、老人クラブ等に配布した。
○高齢者に関連する団体等の会議に出
向き、契約トラブルに関する見守りを呼
び掛けた。
・呼び掛け先：民生委員、地域包括支援
センター、老人クラブ、社会福祉協議会
○パルシステム神奈川ゆめコープと連
携して、市内の商品購入者の自宅を訪
問する際に、啓発チラシを配布した。
○市内の郵便局に相談窓口の広告を
掲載した現金封筒を配架した。
○10月から3月まで、ＦＭラジオ「エフエ
ムさがみ」にて、高齢者の消費者被害
の防止に係る見守り及び消費生活総合
センターの窓口を案内した。

実施済 A 実施済 Ａ ○今後とも消費生
活推進会議等で情
報提供や意見交換
を行うと共に、民生
委員や老人クラブ、
地域包括支援セン
ター、介護保険事
業所などとの連携
について検討する。

継続 市民局
地域包括ケ
ア推進部

地域包括支援
センターにお
ける普及啓発
事業

○チラシ等を作成し、注意喚起を行っ
た。
○いくつかの地域包括支援センターに
おいて、年金支給日に最寄の金融機関
で振り込め詐欺に関するチラシ等を配
布し、注意喚起を行った。
○地域包括支援センターが実施した「地
域ケア会議」において、自治会、民生委
員らと、地域の消費者被害の早期発
見・未然防止に関する連携方法を検討
した。

実施済 A 実施済 Ａ ○今後も、さまざま
な機会をとらえ、情
報共有や注意喚起
を図っていく。

継続 地域包括ケ
ア推進部

主な取組

1 成
年
後
見
制
度
の
利
用
支
援
の
推
進

　成年後見制度の利用に
より、判断能力が十分で
はない高齢者や障害者等
の消費者被害の未然防止
及び救済を図るとともに、
制度利用を促進するため
の取組を実施します。
　また、養成研修を実施
し、同じ市民としての感覚
や立場で活動する市民後
見人の育成及び活動支援
を行います。

2 高
齢
者
に
対
す
る
見
守
り
の
推
進

　地域包括支援センター
や民生委員・児童委員、
自治会、老人クラブ、事業
者団体などの地域におけ
る多様な主体と連携を図
り、各種事業を通して高齢
者に対する消費者被害の
未然防止及び早期発見と
救済を図ります。
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3 障
害
者
等
に
対
す
る
見
守
り
の
推
進

　民生委員・児童委員、自
治会、事業者団体などの
地域における多様な主体
と連携を図り、各種事業を
通して障害者等に対する
消費者被害の未然防止及
び早期発見と救済を図り
ます。

障害者等に対
する見守り体
制の推進

○見守りに関する消費生活啓発グッズ
（コットンバッグ、ウェットティッシュ、紙
ファイル）を作成、配布した。
○地域包括支援センターが実施した「地
域ケア会議」において、自治会、民生委
員らと、地域の消費者被害の早期発
見・未然防止に関する連携方法を検討
した。
○5月から2月にかけて、市内全域で新
聞に折り込まれる「タウンニュース」に見
守りに関する広告を掲載した。
○各戸に配布される地域情報誌「ぱど」
の4月号、9月号に地域での見守りに関
する広告を掲載した。
○パルシステム神奈川ゆめコープと連
携して、市内の商品購入者の自宅を訪
問する際に、啓発チラシを配布した。
○市内の郵便局に相談窓口の広告を
掲載した現金封筒を配架した。
○10月から3月まで、ＦＭラジオ「エフエ
ムさがみ」にて、高齢者の消費者被害
の防止に係る見守り及び消費生活総合
センターの窓口を案内した。

実施済 A 実施済 A 〇障害者の支援団
体や養護学校等に
出前講座の利用を
呼び掛けていく。

継続 市民局
地域包括ケ
ア推進部

4 事
業
者
団
体
等
と
連
携
し
た
見
守
り
の
推
進
【
新

規

】

　地域に密着した事業者
団体等と連携し、消費者
被害の未然防止及び早期
発見と救済を目的とした
高齢者、障害者等の見守
りを推進します。

事業者団体等
と連携した見
守りの推進

○パルシステム神奈川ゆめコープと連
携して、商品購入者の自宅を訪問する
際に、啓発チラシを配布した。
日時：令和２年１０月１９日～２３日
配布数：１１，０００枚
○民生委員・児童委員協議会、老人ク
ラブ連合会、地域包括支援センター、社
会福祉協議会などの会議に出席し、トラ
ブル事例の紹介や出前講座の案内を
実施した。
○「橋本七夕まつり」や「星が丘ふれあ
いフェスティバル」などの地域のイベント
で啓発グッズを配布していたが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため中
止となった。
○地域包括支援センターが実施した「地
域ケア会議」において、自治会、民生委
員等と地域の消費者被害の早期発見・
未然防止に関する連携方法を検討し
た。

一部実施 B ○事業者団体等と
の連携について、
効果的な方法を検
討する。

継続 市民局

5 県
内
自
治
体
と
の
連

携 　神奈川県や県内市町村
の消費生活相談担当者と
相談事例を共有し、消費
生活相談の解決に向けた
情報交換や相談処理手法
の研究を行います。

県内自治体と
の情報交換

○県主催の消費生活相談担当者会議
において、相談事例の共有、情報交換
を行った。

実施済 A 実施済 Ａ ○今後も継続して
情報交換等を実施
していく。

継続 市民局

6 被
害
救
済
部
会
の
運
営

　相模原市消費生活審議
会※における被害救済部
会を通して、解決が困難
な消費生活相談に対して
あっせん又は調停を行い
ます。
　付託案件がない場合
は、消費生活相談の分析
及び検討を行います。

被害救済部会
の運営

○消費生活審議会の設置に伴い、平成
22年度から被害救済部会を設置してい
る。
※これまで対象となる事案はなし。

制度利用
なし

― 制度利用
なし

― ○被害救済部会に
よるあっせんを行う
場合は、公益性や
被害拡大の防止と
いった観点も考慮さ
れるため、対象とな
る事例についての
研究を行っていく。

継続 市民局

7 消
費
者
被
害
救
済

貸
付
金
制
度
の
運

用 　消費者被害に遭った人
が訴訟を行う際に、所定
の要件に該当し、かつ、訴
訟費用に困窮する場合は
訴訟費用の一部について
貸付を行います。

消費者被害救
済貸付金制度
の実施

○相模原市消費生活条例の施行に伴
い、平成22年度から貸付制度を実施し
ている。
・貸付予算額：50,000円（年１件程度想
定）
・実績：0件
※制度の開始以来、貸付の実例なし。

制度利用
なし

― 制度利用
なし

― ○貸付の決定につ
いては、公益性や
被害拡大の防止と
いった観点も考慮さ
れるため、対象とな
る事例についての
研究を行っていく。

継続 市民局

8 消
費
者
団
体
訴
訟
へ

の
支
援

　事業者の不当な勧誘行
為や契約条項の差止めを
求めるため、適格消費者
団体※等から申し出を受
けた場合は、必要と認め
られる範囲で情報を提供
します。

消費者団体訴
訟への支援

○消費者団体訴訟に必要な情報等の
照会について、適格消費者団体からの
申出により対応する。
・実績：0件
※これまで対象となる申出はなし。

制度利用
なし

― 制度利用
なし

― ○適格消費者団体
及びこれらによる訴
訟については、将
来に向けて件数が
増加していくと見込
まれるため、引き続
き協力体制を維持
していく。

継続 市民局

9 警
察
と
の
連
携
の
推

進 　主に高齢者を狙った悪
質商法や特殊詐欺などの
被害が増加していること
から、情報共有や啓発事
業を通して警察と連携した
消費者被害防止対策を検
討します。

警察との連携 ○県警本部及び市内４署と調整して会
議を開催し、相談事例や近況報告を行
い情報を共有する。
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 実施済 Ａ 加害者の手口も複
雑化・巧妙化してお
り、警察との情報共
有や連携の必要性
が増していることか
ら、早期に体制を構
築し継続して実施し
ていく。

継続 市民局
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基本施策Ⅲ　消費者教育の推進と情報提供の充実
施策9　ライフステージ別の消費者教育の推進

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

小・中学校に
おける消費者
教育の実施

○小学校の家庭科、中学校の家庭分野
では、領域「C　消費生活・環境」におい
て、金銭の計画的な使い方やものの適
切な購入の仕方などの授業を実施し
た。
○社会科では、身近な消費活動からは
じまり、お金やものの流通や価格の決ま
りかたといった市場経済を学び、しくみ
を理解した。

実施済 A 実施済 Ａ ○児童生徒が主体
的に生きる消費者
に育つための授業
の開発とそのため
の研究に取り組む
必要がある。

継続 学校教育部

小中学生向け
の消費生活事
業の実施

○小・中学校において消費生活相談員
による出前講座を実施する。
○小学校高学年生を対象に、夏休み子
ども消費者教室を実施する。
※いずれの事業も新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため中止した。

実施不可 ― 実施済 Ａ ○実施校を増加さ
せるための周知方
法を検討する。
○小学生の高学年
～中学生は、お小
遣いを主体的に使
い始めるなど、消費
者として基礎的な
知識を学ぶ重要な
時期だと認識して
いる。
○保護者が同伴で
きるため、保護者
の視点で意見を収
集し、内容の向上
につなげていく。

継続 市民局

2 高
等
学
校
・
専
門
学
校
・
大
学
に
お
け

る
消
費
者
教
育
の
推
進

　高等学校・専門学校・大
学において、悪質商法や
消費者問題等についての
情報提供を行うとともに、
消費者としての自覚や自
立した消費者を育成する
消費者教育を実施しま
す。
　また、若年者に多い消
費者トラブルについて、学
生窓口等へチラシを配架
するなど、周知・啓発を行
います。

高等学校・専
門学校・大学
における消費
者教育の実施
及び消費者ト
ラブルに関す
る情報提供

○若年層に被害が多発している契約ト
ラブルに関する注意喚起のチラシを市
内の高校、大学、専門学校の学生窓口
に配架した。（35校）
○高校において消費生活相談員による
出前講座を実施した。
　　実施回数　3回（2校）
○新入生ガイダンスにおいて、大学等
からの依頼により、啓発冊子（契約のき
りふだ若者編）を配布した。
　　実績　1件（1,000部）
○大学が配信する「お知らせメール」を
通じて、啓発情報や消費生活相談窓口
の周知を行った。
　　実績　2校（配信数：約4,100名）

実施済 A 実施済 Ａ ○パンフレット等配
布資料の作成によ
る注意喚起だけで
なく、消費生活相談
員による出前講座
の実施等により、消
費者教育の機会の
増加に努める必要
がある。
○対象者が利用す
るＳＮＳ媒体を分析
し、情報提供を効
果的に届ける。

継続 市民局

3 大
学
等
と
の
消
費
者
被
害
防

止
の
た
め
の
連
携
の
推
進

　大学及び専門学校の学
生担当者と消費生活セン
ター職員及び消費生活相
談員による懇談会を実施
し、若年者の消費者被害
の実態を情報提供し、周
知・啓発に関する意見交
換等を行います。

大学等との消
費者被害防止
のための懇談
会

○市内大学、専門学校の学生担当者と
消費生活センター職員による懇談会を
実施し、消費者被害の実態や市の消費
者行政についての情報提供と意見交換
を行った。
・日時：令和3年3月19日（金）
・会場：北消費生活センター会議室
・参加大学：青山学院大学、麻布大学、
和泉短期大学、北里大学、相模女子大
学、女子美術大学、相模原看護専門学
校、相模原調理師専門学校

実施済 A 実施済 Ａ ○より多くの大学等
に参加していただ
けるよう、開催日程
の調整に配慮する
と共に、各大学等
への消費者啓発等
についても依頼して
いく必要がある。

継続 市民局

4 新
社
会
人
等
へ
の
消

費
者
教
育
の
推
進

　新社会人等を対象とし
て、悪質商法についての
情報提供を行うとともに、
グローバル経済社会にお
ける消費者の役割の自覚
を促し、自立した消費者を
育成する消費者教育を実
施します。

事業所におけ
る出前講座

○事業所からの依頼により、新人社員
等に対する契約トラブルの啓発講座を
実施する。
・実績：0件

制度利用
なし

― 制度利用
なし

― ○利用実績がな
かったことから、市
内事業者に対して
契約トラブルの発
生状況や出前講座
に関する情報提供
に努める。

継続 市民局

主な取組

1 小
中
学
生
に
対
す
る
消
費
者
教
育
の
推
進

　小学校の家庭科、中学
校の技術・家庭科等の学
習内容の中で、消費生活
に関する内容についての
授業を行います。
　また、実習等を通して消
費者として必要な知識を
身に付ける講座を実施し
ます。
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公民館におけ
る各種学級等

公民館等における各種学級等の一講座
として、消費者講座を実施した。
〇星が丘公民館
　・家庭教育支援講座「③こどものスマ
ホ　親が持つべき知識　～スマホとの上
手な付き合い方～前編」　 開催日：令和
3年3月23日(火)　※不特定多数を対象
とした動画配信等の事業
・家庭教育支援講座「④こどものスマホ
親が持つべき知識　～スマホとの上手
な付き合い方～後編」　  開催日：令和3
年3月30日(火)　※不特定多数を対象と
した動画配信等の事業
・高齢者学級「⑤キャッシュレスについ
て、カード、スマホ決裁」
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止
〇光が丘公民館　・生活応援講座
「キャッシュレス講座　第2弾」
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止
〇陽光台公民館　・スマホ講座
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

一部実施 B 実施済 Ａ 〇市民の学習ニー
ズに対応した内容
で、今後も消費生
活に関する各種学
級・講座等を開催し
ていく。

継続 生涯学習部

まちかど講座 消費生活に関するまちかど講座
・0講座（受講者数：0人）

制度利用
なし

― 実施済 Ａ ○まちかど講座以
外にも、国民生活
センターとの共催
講座を継続して開
催できるよう、引き
続き調整していく。

継続 生涯学習部

6 地
域
に
お
け
る
消
費
者
教
育
の
充
実

　地域における消費者教
育の推進のために、地域
団体が開催する「消費生
活講座」に消費生活相談
員を派遣し出前講座を行
います。

消費生活出前
講座

○地域団体が開催する「消費生活講
座」に消費生活相談員を講師として派
遣した。
・派遣回数：3回
・参加者数：834人（総計）
・講座内容：「あなたを狙う悪質商法」等

実施済 B 実施済 Ａ ○公民館の高齢者
学級や地区老人会
との連携により、高
齢者を中心に啓発
活動を実施する。ま
た、見守りの視点で
高齢者等に接する
機会の多い事業者
に対するＰＲに努
め、従事する職員
等への講座も実施
する。
○若年層への消費
者教育について、
教員が集まる部会
などを通じて情報
提供を行い、講座
の実施につなげ
る。また、PTA等を
通じて保護者向け
の講座を実施す
る。

継続 市民局

7 消
費
生
活
学
習

事
業
の
推
進

　市の主催、共催等による
市民向けの消費生活学習
事業を行います。

消費生活学習
事業

○消費者月間特別事業
○夏休み子ども消費者教室
○みんなの消費生活展
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
につき中止とした

実施不可 ― 実施済 Ａ ○講座の内容等に
市民の要望を反映
させながら、今後も
実用的な消費生活
講座を開催する。

継続 市民局

8 広
域
連
携
に
よ
る
消
費
者
教
育

の
推
進

　本市周辺にある大学や
国民生活センター、消費
者団体等の関係機関との
協働により、市域を超えた
広域連携による消費者教
育事業を行います。

広域連携によ
る消費者教育
の実施

〇青山学院大学のプロジェクト演習の
一環として、若者の消費者被害を未然
に防止するための効果的な情報発信や
被害に遭った時の救済手段について、
学生同士が意見を出し合い考える機会
を設けた。
〇成年年齢引下げを見据え、市内大学
等の学生担当者と行政が集い、消費者
被害の実態や消費者行政などについて
意見交換をする懇談会を開催した。

実施済 A 実施済 Ａ ○今後、近隣自治
体や独立行政法人
国民生活センター
とのタイアップによ
り、効果的に消費
者教育を実施して
いくと共に、市内外
へ、本市の消費者
教育への取組を発
信していく必要があ
る。

継続 市民局

地域における
食育講座

※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、例年行っていた地域における
食育講座は中止した。
　代替措置として親子を対象とした食育
に関するレシピ集を作成した　　3,000部

一部実施 B 実施済 Ａ ○安全に講座を運
営するため、実施
方法を検討する必
要がある。

一部見
直し

保健衛生部

5 成
年
向
け
消
費
者
講
座
の
推
進

　生涯学習センター、公民
館等で実施する各種のプ
ログラムにおいて、消費者
問題、悪質商法、食の問
題等、消費生活に関する
多様な講座を実施しま
す。

9 食
育
の
推
進

　農業関係者や、食生活
改善推進団体等との連携
により、収穫体験や地場
産物の視点を含んだ食育
講座や野菜の普及啓発を
実施し、食の選び方や食
事のとり方等についての
知識の普及を図ります。
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栄養教諭を中
核とした食育
の推進

○相模原市小・中学校食育担当者会
・開催日：令和2年6月4日(書面開催)
・内容：①学校における食に関する指導
の推進について②栄養教諭による食育
個別支援について③第３次相模原市食
育推進計画の周知④学校給食につい
て④食育事業の紹介
○食育推進プロジェクト会議
・開催数：6回
・内容：①ネットワークグループ協議会
における食育推進内容の協議②食育教
材作成
○食育ネットワークグループ協議会
・開催数：１回
・内容：各学校の情報交換及び小中連
携の取組

実施済 A 実施済 Ａ ○食に関する指導
が更に充実するよ
う、ネットワークグ
ループの活用や栄
養教諭が作成した
教材の活用につい
て引き続き周知し
ていく。

継続 学校教育部

ふるさとの生
活技術指導士
による食育事
業

○保育園において、ふるさとの生活技
術指導士を講師とし、野菜の話や収穫
したての野菜を触ったり匂いを楽しむな
どの感覚を活用した食育教室を実施し
た。
・対象：主に3～5歳児
・実績：市内保育園、幼稚園4園（4回実
施）感染症拡大防止のため13回予定し
ていたが、講師、園側の都合により9回
中止。参加者が交差しないよう配慮し実
施。

一部実施 B 実施済 Ａ ○本物の野菜を見
聞きするため、実施
後、保育園での調
理や給食に入って
いる野菜への興味
が向上している。ま
た、当日の野菜の
園内での展示と事
業の様子の掲示に
より、保護者への
食育を行う。

継続 こども若者未
来局
経済部

10 食
品
衛
生
思
想
の
普
及
啓
発

　関係団体等と連携して
食中毒予防に係る啓発を
実施し、被害の発生及び
拡大防止を図ります。

食品衛生思想
の普及啓発

○路線バス車内に食中毒予防に係るモ
ニター広告を掲載した。
・実施期間：①令和2年7月～9月、②令
和2年11月～令和3年1月
・内容：①食肉による食中毒予防②ノロ
ウイルスによる食中毒予防
○要望に応じて消費者を対象とした食
品衛生講習会を開催し、食中毒予防等
の正しい情報の提供と知識の普及啓発
を図った。
・開催回数：4回
・参加者数：59人
○家庭でできる食中毒予防のポイント
について、広報さがみはら、ホームペー
ジ、ラジオ（FMさがみ）等を用いて啓発
した。

実施済 A 実施済 Ａ ○効果的な普及啓
発ツールとして、今
後も継続して実施し
ていく。

継続 保健衛生部

11 食
品
ロ
ス
削
減
に
係
る

普
及
啓
発

　まだ食べられるのに捨て
られる食品（食品ロス）の
削減に向け、適正量の購
入、食材の使いきりなど消
費者に対する普及啓発を
推進します。

食品ロス削減
の啓発

○市役所本庁舎食堂への普及啓発ポッ
プ設置
○リメイクレシピリーフレットの配布
○夏休みエコクッキング講座　（中止）
○食品ロス削減講演会　（中止）
○フードドライブ活動の実施：１月から新
設窓口（津久井クリーンセンター）追加
（1,086㌔）
〇飲食店キャンペーン（中止）

一部実施 A 実施済 Ａ ○食品ロスを出さ
ない消費生活への
転換を促すため、イ
ベントでの物品配
布や各種講座の実
施を行うことによ
り、認知度を高め、
行動へ結びつけて
いく。

継続 資源循環部

12 環
境
教
育

（
エ
コ
ラ
イ
フ

）

の
促
進

　消費者が環境にやさし
い生活（エコライフ）につい
て考える機会を提供し、環
境負荷の低減、省エネル
ギー等に配慮した暮らし
への転換を促進します。

環境教育（エ
コライフ）の促
進

○市民等の環境に係る関心を高め、環
境の保全及び創造に係る活動を促進す
るため、地域で活動する市民、事業者、
大学及び行政の協働による「さがみはら
環境まつり」を開催を予定したが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止となった。
【第16回】
・開催予定日：令和2年6月13日（日）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 実施済 Ａ ○市民の消費行動
は、環境問題と密
接につながってい
ることから、環境負
荷の低減、省エネ
ルギー等に配慮し
た暮らしへの転換
を考える場としても
今後も継続して開
催できるよう配慮す
る。

継続 環境共生部

13 持
続
可
能
な
社
会
形
成
に
関
す
る
周
知
・
啓

発
【
新
規

】

　ＳＤＧｓ（持続可能な開発
目標）やエシカル（倫理
的）消費など、持続可能な
社会形成に向けた理念や
必要性、具体的行動事例
などについて、周知・啓発
を行います。

持続可能な社
会形成に関す
る周知・啓発

〇生涯学習センターのまちかど講座な
ど、市民向けにＳＤＧｓ講座を開催した。
〇市オリジナルＳＤＧｓカードゲームを活
用し、持続可能な社会形成について小
中学生向け授業を実施した。
〇ＳＤＧｓに積極的に取り組んでいる企
業や団体などを登録する「さがみはら
SDGsパートナー制度」を開始し、持続可
能な社会の達成や地域課題の解決に
向けた取組を推進した。
（令和３年３月末時点登録団体数：２７９
団体）
○ＳＤＧｓ特設サイト・ＳＮＳによりＳＤＧｓ
の普及啓発や情報発信を行った。
〇市役所本庁舎ロビーのＳＤＧｓ展示
や、広報さがみはらへの記事掲載によ
り、市民へＳＤＧｓの周知を図った。

実施済 A 〇今後も各取り組
みによる普及啓発
活動を継続して行
う。また、イベントや
ワークショップにつ
いても、新しい生活
様式に対応した実
施方法の検討を行
う。

継続 総合政策部

14 計
量
思
想
の
普
及
・

啓
発

　日々の生活に密接に関
わっている計量について、
神奈川県及び県下の計量
特定市と連携した啓発ポ
スターの配布のほか、神
奈川県計量協会等と連携
し、イベント等において普
及啓発活動を行います。

計量思想の普
及・啓発【再
掲】

知識の普及を図ります。
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15 そ
の
他
消
費
生
活
に
関
連
す
る

教
育
の
推
進
【
新
規

】

　金融、経済、国際理解
等、消費者教育の範囲は
多岐にわたるため、専門
団体等の提供する学習プ
ログラムを積極的に活用
し、消費生活講座の多様
化と充実を図るとともに、
それぞれのプログラムに
おける利点を研究し、消
費者教育及び啓発に役立
てます。

その他消費生
活に関連する
教育の推進

○相模女子大学の学生と協力して、小
学生向け消費者教育の教材として文部
科学省が提供する「かいものすごろく」
を活用した教育プログラムを作成し、
「夏休み子ども消費者教室」で実施す
る。
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― ○子供向けのイベ
ントを実施するた
め、どのような方法
が適切か検討す
る。
〇相模女子大学以
外の専門団体等の
プログラム活用も
検討する。

継続 市民局

施策10　消費者教育の担い手の育成

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 学
校
に
お
け
る
消
費
者
教
育
の

担
い
手
育
成
【
新
規

】

　教職員を対象とした消費
者教育に係る国民生活セ
ンター等が作成した研修
プログラム等を活用し、教
職員の指導力向上を図り
ます。

学校における
消費者教育の
担い手育成

〇教育センターが主催する、相模原市
教育研究発表会において、発表者とし
て参加することで、消費者教育の大切さ
を伝える。
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 〇消費者教育の大
切さを伝える機会を
探求する。

継続 市民局
学校教育部

2 家
庭
で
の
消
費
者
教
育

の
推
進
【
新
規

】

　おこづかいの使い方や
ゲーム等の利用のルール
決めなど、家庭が消費者
教育の主体となる場面は
多いため、保護者が消費
生活に関する知識を習得
する機会を提供し、家庭
での消費者教育を推進し
ます。

家庭での消費
者教育の推進

〇ＰＴＡ等において出前講座を実施し、
消費生活に関する基本的知識を習得す
る機会を提供して、家庭での消費者教
育を推進する。

制度利用
なし

― 〇学校で行われる
保護者会等の機会
に出前講座を活用
してもらうよう呼び
掛けていく。

継続 市民局

3 地
域
に
お
け
る
消
費
者
教
育
の

担
い
手
育
成
【
新
規

】

　地域における多様な主
体と連携し、消費者教育
を受けた人自身が、消費
者教育の担い手となって
周囲の人に伝える仕組み
を検討し、横断的な展開
を図ります。

地域における
消費者教育の
担い手育成

〇消費生活の出前講座を受講した人
が、新たに消費生活サポーターになり、
その地域の消費者教育の担い手となっ
て周囲の人に啓発を行う仕組みを検討
する。

検討中 ― 〇自主的に活動し
てもらうため、講座
内容や仕組みづく
りについて検討す
る。

継続 市民局

4 学
校
に
お
け
る
消
費
者

教
育
の
支
援

　学校における消費者教
育の実施に当たり、消費
生活相談員の派遣やパン
フレット・ＤＶＤ等の教材の
提供など、消費者教育の
推進に向けた支援を行い
ます。

学校における
消費者教育の
支援

〇学校に出向き、出前講座を実施しま
した。
申請団体：高等学校2校
参加人数：834人

実施済 A 実施済 Ａ 〇学校行事の都合
上、同じような時期
に依頼が来やすい
ため、調整作業が
必要になる。
〇受講者側である
生徒に興味を持っ
てもらう必要があ
る。

継続 市民局

5 多
様
な
担
い
手
を
つ
な
ぐ
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー

ト
機
能
の
強
化
【
新
規

】

　消費者教育は多様な人
材が担い手となることか
ら、消費生活センターへの
消費者教育コーディネー
ター※の配置などにより、
的確な人材と地域や学校
現場等をつなぎ、各ライフ
ステージに応じた消費者
教育のコーディネート機能
を強化することで、さらな
る消費者教育を推進しま
す。

消費者教育
コーディネー
ターの配置

〇今後の消費者教育事業をさらに強化
するため、消費者教育コーディネーター
の配置を目指す。

検討中 ― 〇限られた予算の
中で、いかにして有
用な人材を確保す
るか検討する。

継続 市民局

主な取組
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施策11　消費生活情報の提供・啓発

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 市
の
広
報
紙
・
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
お
け
る
消
費
生

活
情
報
の
充
実

　市の広報紙やホーム
ページを活用し、消費者
月間に合わせた特集を組
むなど、消費生活情報を
随時かつ分かりやすく提
供します。

市の広報紙・
ホームページ
を活用した消
費生活情報の
発信

○市ホームページ内の「消費生活」の
ページについて、随時掲載情報を更新
した。
○5月1日号に消費者月間の周知と新型
コロナウイルス感染症に便乗した悪質
商法の注意喚起を行った。
〇7月1日号に「保険金」を利用した住宅
修理トラブルの増加に伴い、注意喚起
を行った。
○9月1日号に高齢者被害防止キャン
ペーン月間の周知とともに、悪質商法
への注意喚起及び高齢者の見守りを呼
びかけた。
○1月1日号に1～3月の若者向け消費
者被害防止月間の周知とともに、新成
人の契約トラブルについて注意喚起を
行った。
○その他、消費生活講座等の開催案内
等を随時掲載した。

実施済 A 実施済 Ａ ○情報の更新を適
宜行うと共に、今後
も見やすさの向上
に努めていく。
○年1回の特集記
事掲載の申請を継
続しながら、消費生
活情報の記事掲載
回数を増やすよう
努めていく。

継続 市民局

2 消
費
生
活
情
報
紙
の
作
成
及
び
配

布 　消費生活情報紙「すぱ
いす」を発行し、市内公共
施設等に配架します。

消費生活情報
紙「すぱいす」
の作成及び配
布

○消費生活情報を配信する機関紙「す
ぱいす」を、年4回発行した。
・様式：二つ折フルカラー4ページ
・発行部数：各2,500部　（計10,000部）
・配布先：消費者団体、市内公共施設及
び公共機関、地域包括支援センター等

実施済 A 実施済 Ａ ○「すぱいす」の認
知度を高めるた
め、街頭キャンペー
ン等様々な機会を
捉え配布を行い啓
発に努める。また、
市民に対する消費
生活に関する情報
提供紙として、掲載
内容の充実に努め
るとともに、より効
果的な配布先につ
いても検討する。

継続 市民局

3 メ
ー

ル
マ
ガ
ジ
ン
等
を
利

用
し
た
周
知
・
啓
発

　メールマガジンやＳＮＳ
などの多様な媒体を利用
して、消費生活に係る情
報の発信を行います。

メールマガジ
ン等を利用し
た周知・啓発

○メールマガジン及びLINEマガジンを用
いて、消費者被害防止に係る注意喚起
情報等を発信した。
　配信数　　　52回
　登録者数
　　メールマガジン　295名
　　ＬＩＮＥマガジン　3,218名

実施済 A 実施済 Ａ ○マガジンの周知・
啓発を拡充し、登
録者数の増加に努
める。
○高齢者でも容易
に登録できるような
登録方法を検討す
る。

継続 市民局

4 関
係
機
関
等
と
連
携
し
た

周
知
・
啓
発
【
新
規

】

　警察や自治会などの関
係機関・団体が使用して
いる周知・啓発媒体を活
用して、消費生活に係る
情報の発信を行います。

高齢者トラブ
ル事例等の情
報提供及び見
守り実施の呼
びかけ

〇民生委員・児童委員協議会、老人ク
ラブ連合会、地域包括支援センター、社
会福祉協議会など、各団体の会議に出
席し、トラブル事例の紹介や出前講座
の案内を行った。

実施済 A 〇引き続き周知啓
発を行える媒体に
ついて検討を行う。

継続 市民局

みんなの消費
生活展

○新型コロナウイルス感染症拡大防止
につき中止とした

実施不可 ― 実施済 Ａ ○消費者団体や大
学、企業等との連
携の場としても機能
しており、今後も取
組を継続できるよう
に検討する。

継続 市民局

相模原市農業
まつり

農業まつりについては、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止した。
農畜産物共進会については新型コロナ
ウイルス感染症対策を徹底した上で実
施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○農業まつりにつ
いては、新型コロナ
ウイルスの感染時
状況等見ながら実
行委員会におい
て、開催の可否に
ついて検討する。
農畜産物共進会に
ついては今後も新
型コロナウイルス感
染症対策を徹底し
た上で実施してい
く。

継続 経済部

食育イベント ※予定していた食育講演会は新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため中止

代替措置として、市食育推進計画の推
進のためSC相模原と連携した食育に関
するリーフレット及び動画を作成した
・動画配信回数：6回
　動画閲覧回数：1,364回
・リーフレットの作成：3,000部

一部実施 B 実施済 Ａ ○幅広い市民へ食
育の推進を行うた
め、イベントの実施
方法やSNS活用の
検討が必要であ
る。

一部見
直し

保健衛生部

主な取組

5 イ
ベ
ン
ト
の
実
施
を
通
し
た
周
知
・
啓
発

　「みんなの消費生活
展」、「農業まつり」、「食育
フェア」、「さがみはら環境
まつり」等の市民が積極
的に参加できるイベントを
通して幅広い対象へ啓発
を行います。
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さがみはら環
境まつり

○市民等の環境に係る関心を高め、環
境の保全及び創造に係る活動を促進す
るため、地域で活動する市民、事業者、
大学及び行政の協働による「さがみはら
環境まつり」を開催を予定したが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止となった。
【第16回】
・開催予定日：令和2年6月13日（日）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 実施済 Ａ ○市民の消費行動
は、環境問題と密
接につながってい
ることから、環境負
荷の低減、省エネ
ルギー等に配慮し
た暮らしへの転換
を考える場としても
今後も継続して開
催できるよう配慮す
る。

継続 環境共生部

6 街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
に

よ
る
消
費
者
啓
発

　消費者問題や悪質商法
に関する啓発のため、街
頭で啓発チラシ等の配布
を行うキャンペーンを実施
します。

消費者被害防
止啓発キャン
ペーン

○新型コロナウイルス感染症拡大防止
につき中止とした

実施不可 ― 実施済 Ａ ○市民に対する消
費者問題や悪質商
法等への啓発する
機会として、関係機
関等と連携しながら
今後も実施してい
く。

継続 市民局
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基本施策Ⅳ　環境に配慮した消費行動の促進
施策12　より良い消費行動の促進

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 エ
コ
ラ
イ
フ
の
促
進
【
再

掲

】

　消費者が環境にやさし
い生活（エコライフ）につい
て考える機会を提供し、環
境負荷の低減、省エネル
ギー等に配慮した暮らし
への転換を促進します。

環境教育（エ
コライフ）の促
進【再掲】

○市民等の環境に係る関心を高め、環
境の保全及び創造に係る活動を促進す
るため、地域で活動する市民、事業者、
大学及び行政の協働による「さがみはら
環境まつり」を開催を予定したが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止となった。
【第16回】
・開催予定日：令和2年6月13日（日）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 実施済 Ａ ○市民の消費行動
は、環境問題と密
接につながってい
ることから、環境負
荷の低減、省エネ
ルギー等に配慮し
た暮らしへの転換
を考える場としても
今後も継続して開
催できるよう配慮す
る。

継続 環境共生部

2 ４
Ｒ
に
関
す
る
情
報
発
信

　多くの市民が４Ｒ（発生
抑制・排出抑制・再使用・
再生利用）に関する理解
を深め、日常生活でごみ
の減量化・資源化に取り
組んでいくために、様々な
機会を捉えて４Ｒの大切さ
を発信します。

循環型社会普
及啓発事業及
び事業系ごみ
適正排出推進
事業

〇各種イベント等における啓発活動（中
止）
○スーパーキャンペーン（中止）
〇図書館キャンペーン（中止）
〇大学キャンペーン（中止）
〇駅頭キャンペーン（中止）
〇リサイクル体験教室（中止）
○ごみ・資源出張相談会（中止）
○出前講座：62回 （5,357人）
〇ごみ・資源集積場所排出指導等（中
止）
○中小事業者への戸別訪問指導（1,682
者）

※（中止）については、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止とした
もの

一部実施 B 実施済 Ａ ○資源循環型社会
の形成に向けて、４
R推進に対する市
民意識の醸成を図
るため、情報提供
や啓発活動を行う
とともに、ごみの減
量化・資源化を行う
市民等を支援す
る。また、事業者に
対しては、啓発用
冊子を配布し、事
業系ごみの適正排
出等の促進を行う。

継続 資源循環部

3 食
品
ロ
ス
削
減
に
係
る

普
及
啓
発
【
再
掲

】

　まだ食べられるのに捨て
られる食品、いわゆる食
品ロスの削減に向け、適
正量の購入、食材の使い
きりなど消費者に対する
普及啓発を推進します。

食品ロス削減
の啓発【再掲】

施策13　環境負荷の低減に向けた基盤の整備

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 住
宅
用
ス
マ
ー

ト
エ
ネ
ル

ギ
ー

設
備
の
導
入
促
進

　再生可能エネルギーの
利用や、省エネルギー設
備の普及を図るため、住
宅用スマートエネルギー
設備の導入を促進するた
めの施策を実施します。

住宅用スマー
トエネルギー
設備導入促進
事業

○住宅に再生可能エネルギー利用設備
等を設置した市民に奨励金を交付した。
・太陽熱利用システム：6件
・太陽光発電システム：235件
・エネファーム：143件
・リチウムイオン蓄電池：226件
・V2H：2件
・HEMS：82件
・ZEH：32件

実施済 A 実施済 Ａ ○導入コストの低
減など市場の動向
を見ながら補助メ
ニューの見直しを
行い、今後も支援
を実施していく予
定。

一部見
直し

環境共生部

2 次
世
代
ク
リ
ー

ン
エ
ネ

ル
ー

自
動
車
の
普
及
促
進

　次世代クリーンエネル
ギー自動車の普及を図る
ため、電気自動車や燃料
電池自動車の購入を促進
するための施策を実施し
ます。

次世代クリー
ンエネルギー
自動車等普及
促進事業

○燃料電池自動車の購入者に対し購入
奨励金を交付した。
・交付件数：5件
○電気自動車等の購入者に対し購入奨
励金を交付した。
・交付件数：37件

実施済 A 実施済 Ａ ○令和3年度は、奨
励金による導入へ
の誘因効果や普及
台数から、電気自
動車への奨励金を
終了。引き続きコス
トの低減や市場の
動向を見ながら、支
援を実施していく予
定。

一部見
直し

環境共生部

3 食
品
ロ
ス
の
削
減

（
事
業
者

）
の
促
進

　食品工場や飲食店、小
売店等から廃棄される食
品の削減に向け、事業者
に対する食品ロス削減の
取組を促進します。

事業者への食
品ロス削減の
啓発

○市役所本庁舎食堂への普及啓発ポッ
プ設置
〇飲食店キャンペーン（中止）
〇飲食店訪問による食品ロス啓発物品
の配布
○食品衛生法に基づく新規許可取得事
業者への食品ロス啓発冊子の配布
（100者）
○食品衛生責任者講習会にて、新規受
講者含む飲食店を対象に周知・啓発活
動を行った（中止）。
※（中止）については、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止とした
もの。

一部実施 B 実施済 Ａ ○食品ロスを出さ
ない消費生活への
転換を促すため、イ
ベントでの物品配
布や各種講座の実
施を行うことによ
り、認知度を高め、
行動へ結びつけて
いく。

継続 資源循環部

4 給
食
残
さ
の
リ
サ
イ
ク

ル
の
推
進

　市学校給食センター及
び市立小学校から給食残
さ※を回収し、飼料化する
取組を実施します。

給食残さのリ
サイクル

新磯小学校、大沢小学校、大野小学
校、淵野辺小学校、谷口台小学校、中
央小学校、清新小学校、相武台小学
校、大沼小学校、桜台小学校、上鶴間
小学校、橋本小学校、作の口小学校、
大野北小学校、鶴園小学校、富士見小
学校、小山小学校、上溝学校給食セン
ターにて年間40,294ｋｇを回収し、リサイ
クルした。

実施済 A 実施済 Ａ ○回収校の拡充 継続 教育環境部

主な取組

主な取組
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5 過
剰
包
装

、
レ
ジ
袋
等

の
削
減
の
促
進

　事業者に対して、過剰な
包装を行わないよう求め
るとともに、マイバッグや
マイボトルの利用促進を
図ります。

過剰包装やレ
ジ袋等の削減

○過大・過剰な包装の実態や他自治体
における適正包装の指針等について研
究を進めた。
○相模原市レジ袋削減協力店事業を継
続し、レジ袋の削減に取り組む店舗とそ
の取組内容について市ホームページに
掲載した。
令和２年度の登録数：２３店舗
令和２年度末時点の全登録数：７６店舗

一部実施 B 検討中 ― ○適正包装や、レ
ジ袋の削減につい
て引き続き周知を
推進する。

継続 資源循環部

6 ご
み
の
資
源
化
の
拡

大
【
新
規

】

　家庭系ごみの更なる資
源化に向け、新たなリサイ
クルシステムの構築に向
けた取組を進めるととも
に、使用済小型家電に含
まれる有用金属のリサイ
クルについても、さらに拡
大を図ります。

ごみの資源化
の拡大

○有用金属リサイクルのため、使用済
小型家電を回収し認定事業者へ引き渡
した。

令和２年度回収実績
１４５ｔ（対前年度比１０％増）

実施済 A ○引き続き使用済
小型家電を回収す
る。

継続 資源循環部
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基本施策Ⅴ　消費者意見の反映と連携の強化
施策14　消費者意見の反映

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 消
費
生
活
相
談
の
分

析
と
施
策
へ
の
反
映

　日々寄せられる消費生
活相談の内容を分析して
注意喚起や啓発を行うほ
か、必要に応じて新たな
事業を検討するなど施策
に反映させます。

消費生活相談
の分析と施策
への反映

〇消費生活相談の内容を分析し、消費
生活メールマガジンや地域情報紙など
で注意喚起したほか、神奈川県が主催
する会議等に出席した際に、情報提供
しました。

実施済 A 実施済 Ａ 〇今後も消費生活
相談の内容を分析
し、最新の情報を
提供できるようにす
る。

継続 市民局

2 市
民
に
対
す
る
意
識
調
査

の
実
施
と
施
策
へ
の
反
映

　市民を対象に、必要に
応じて消費生活に関する
調査を実施し、消費生活
に関する現状を把握する
ほか、調査結果を踏まえ
て施策を展開します。

市民に対する
意識調査の実
施

○令和２年度より、第２次相模原市消費
生活基本計画が施行されたため、中間
改定までの間に調査項目を検討する。

検討中 ― 実施済 Ａ ○中間改定に必要
な調査項目を検討
していく。

継続 市民局

3 事
業
ア
ン
ケ
ー

ト
の
実

施
と
施
策
へ
の
反
映

　消費生活に関する講座
やイベント等の事業にお
いて、参加者に対するア
ンケート調査を実施し、事
業の内容及び施策に反映
させます。

講座等参加者
に対するアン
ケートの実施

○市民向け講座や消費生活展におい
て、来場者に対するアンケート調査を実
施していたが、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止となり、実施が
できなかった。

実施不可 ― 実施済 Ａ ○各種事業に対す
る参加者から寄せ
られた意見の分析
を行い、今後の事
業の推進に反映し
ていく。

継続 市民局

施策15　消費者団体等との連携及び育成

№ 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 消
費
者
団
体
と
の

連
携
及
び
支
援

　本市における消費者団
体である「さがみはら消費
者の会」に対し、事業の共
催・後援や消費生活情報
の提供等の連携及び活動
場所の提供等の支援を行
います。

さがみはら消
費者の会との
連携及び育成

○月１回の打合せ会を中心に、情報交
換や事業共催等の活動協力の検討を
通じて、団体の支援と育成に努めた。
○団体が実施する事業に対し後援の許
可を行った。
・後援件数：1件

実施済 A 実施済 Ａ ○団体の自主性を
尊重しつつ、情報
共有や活動支援を
行っていく。

継続 市民局

2 生
活
協
同
組
合

と
の
連
携

　市内の生活協同組合及
び相模原市生活協同組合
運営協議会が実施する消
費生活に関する啓発事業
等について、連携を検討
するとともに、後援等の支
援を行います。

生活協同組合
との連携

○消費者教育や啓発の趣旨に沿って、
生活協同組合が主催する事業に対し後
援の許可を行う。
・後援件数：0件

制度利用
なし

― 実施済 Ａ ○団体との協力体
制を維持しつつ、今
後も情報共有やイ
ベントを通じて活動
支援を行っていく。

継続 市民局

施策16　事業者団体等との連携

№ 施策 内容 事業名 取組状況
R2年度

実施状況
R2年度
成果

R1年度
実施状況

R1年度
成果

今後の課題・
取組等

今後の
進め方

推進した
組織

1 事
業
者
団
体
等
と
の
連
携
に
よ

る
事
業
の
推
進
【
新
規

】

　事業者団体等が実施し
ている取組を活用し、連携
した事業を実施します。
　また、事業者団体等が
行っている消費者市民社
会の形成に係る先進的な
取組事例等を紹介して、
消費者の意識の醸成を図
るとともに、意見交換の機
会を設けることで、消費者
と事業者の情報格差の縮
小を図ります。

事業者団体等
と連携した講
座等の開催

〇生活協同組合ユーコープとの食品ロ
スの削減に関する共催事業
※新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

実施不可 ― 〇新型コロナウイ
ルス感染症対策を
講じて行える事業
を検討していく。

継続 市民局

2 事
業
者
団
体
等
と
連
携
し

た
見
守
り
の
推
進
【
再

掲

】

　地域に密着した事業者
団体等と連携し、消費者
被害の未然防止及び早期
発見と救済を目的とした
高齢者、障害者等の見守
りを推進します。

市民局

主な取組

主な取組
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食中毒予防
キャンペーン

○例年、相模原食品衛生協会との共催
で実施している食中毒予防キャンペー
ンやノロウイルス食中毒予防キャンペー
ンは新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止した。
〇食中毒警報及びノロウイルス警戒情
報発令時に、相模原食品衛生協会を通
じて周知啓発を実施した。

一部実施 B 実施済 Ａ ○新しい生活様式
に対応した実施方
法を検討し、今後も
団体と協働による
食中毒予防の周知
啓発を行い、市民
の健康被害の防止
に努める。

一部見
直し

保健衛生部

食品衛生指導
員活動支援

○食品衛生指導員に対する衛生講習
会は、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため中止した。

実施不可 ― 実施済 Ａ ○効果的な自主巡
回活動の支援に努
める。
○食品衛生指導員
の資質向上に向け
取り組む。

継続 保健衛生部

4 包
括
連
携
協
定
に

よ
る
相
互
連
携

　本市と市内事業者との
包括連携協定に基づき、
買物環境の整備や大規模
災害発生時の食料品・日
用品の支援物資調達等
様々な分野での連携を実
施します。

救援物資供給
に関する取組
及びその他買
物環境の整備
に関する取組

〇令和２年度は、救援物資供給等に関
する取組実施なし。

制度利用
なし

― 実施済 Ａ ○今後とも、包括連
携協定に基づく事
業の継続と、さらな
る連携に向け推進
する。

継続 経済部

5 食
の
安
全
・
安
心
に
係
る
リ
ス
ク
コ

ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
の
推
進
【
再
掲

】

　食の安全・安心に係るリ
スクコミュニケーション（食
品の安全の確保に関する
情報及び意見の交換）を
推進するため、消費者団
体、食品等事業者、学識
経験者及び市民で構成す
る「相模原市食の安全・安
心懇話会」を開催し、情報
提供及び意見交換を行い
ます。

6 警
察
と
の
連
携
の
推

進
【
再
掲

】

　主に高齢者を狙った悪
質商法や特殊詐欺などの
被害が増加していること
から、情報共有や啓発事
業を通して警察と連携した
消費者被害防止対策を検
討します。

7 広
域
連
携
に
よ
る
消
費
者
教

育
の
推
進
【
再
掲

】

　本市周辺にある大学や
国民生活センター、消費
者団体等の関係機関との
協働により、市域を超えた
広域連携による消費者教
育事業を行います。

食生活改善推
進員の育成・
支援

○栄養改善の普及・推進を図るため、
地域における食生活改善の推進者とし
て食生活改善推進員を養成するための
講座を開催した。また、相模原市食生活
改善推進団体わかな会に対し、必要な
知識・技術を習得するための研修会等
を実施した。
・養成講座実施回数：10回
　養成講座受講者数：15人
・食生活改善推進団体わかな会会員
数：307人

一部実施 A 実施済 A ○食生活改善推進
団体の会員数が減
少してきている。新
規会員を増加させ
るための養成講座
の周知及び組み立
ての検討や会員へ
の研修会の内容の
検討をしていく。

継続 保健衛生部

ふるさとの生
活技術指導士
による食育事
業【再掲】

9 関
係
機
関
等
と
連
携
し
た
周

知
・
啓
発
【
再
掲

】

　警察や自治会など関係
機関・団体が使用している
周知・啓発媒体を活用し
て、消費生活に係る情報
の発信を行います。

8 食
に
関
す
る
団
体
と
の
連
携
の
推
進

　農業関係者や、食生活
改善推進団体等との連携
により、収穫体験や地場
産物の視点を含んだ食育
講座や野菜の普及啓発を
実施し、食の選び方や食
事のとり方等についての
知識の普及を図ります。
　また、食生活改善推進
団体の会員の育成・支援
を行います。

3 相
模
原
食
品
衛
生
協
会
と
の
連
携

　市内の食品等事業者に
より、食品衛生の向上を
目的として設立された相
模原食品衛生協会が実施
する食品衛生思想の普
及・啓発事業への支援・連
携を図ります。
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